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エグゼクティブサマリー 

本報告書執筆時点で、世界はパリ協定で定められた 1.5℃～2℃目標の軌道か
ら大幅に外れている。排出ギャップの大部分が、船舶輸送・航空・産業とい

った「脱炭素化の難しい」セクターによって引き起こされている。現在の見

通しはどれも、化石燃料が世界のエネルギー利用を今世紀半ばになっても補

うと未だに示している。 
 

n 1.5℃目標を断念することは、気候変動の影響を受け入れることを意味する。例えば、海面上昇によ
って1,000万人以上の人々が移住を余儀なくされ、さらに6,500万人もの人々が前例のない熱波にさ
らされる。さらに、絶滅種の増加や北極海氷喪失、サンゴ礁の実質的な全滅といった生物多様性に

関連した影響も倍増する。 

n 2℃目標の達成に失敗すれば、世界人口の半数が夏の「殺人的な猛暑」にさらされ、グリーンランド
と南極西部の氷床が崩壊し、干ばつが6倍増加、そしてサハラ砂漠が欧州南部にまで拡大し始める。
世界の食料供給は逼迫し、このことにより、難民の増加や文明崩壊のリスクが高まる。 

n 現在の大規模再生可能エネルギー施設建設へのコミットメントをもってしても、世界の壊滅的な気
候変動を避けるには不十分であり、平均気温4℃上昇というシナリオが現実になる危険性が高まって
いる。これは、地球の大部分が人の住めない場所に代わり、生命の地質規模での大量絶滅も起こる

ことを意味する。 

n 「脱炭素化の難しい」経済分野に対処する認知されている唯一の方法は、水素の大規模な利用であ
る。水素はこの場合、クリーンエネルギーキャリアとして、あるいはアンモニアといった合成燃料

の原料として利用される。この方法を用いれば、航空・船舶輸送・セメント製造・その他の産業を

認知・実証された技術で完全に脱炭素化することができる。これは、現在展開されている再生可能

エネルギーを補完するものであり、代替するものではない。 

n 水素革命が起こるためには、水素を非化石資源から製造する必要があり、その価格は安価な石油に
匹敵するものでなくてはならない。本報告書が行ったモデル化に基づくと、この価格は0.90＄/kgで
ある。 

n 再生可能エネルギー由来の水素に関する現在の予測は、2.14＄～2.71＄/kgを2030年までに、そして
0.73＄～1.64＄/kgを2050年までに到達すると試算している。価格の低下は、設備利用率が低いこと
に制約を受けているが、再生可能エネルギーの資本的支出は今後も劇的に減少し続けると我々は予

測している。 

n 最も低いコストで再生可能エネルギー由来の水素製造を実現するために、風力と太陽光資源を最適
な形で組み合わせ、風力発電と太陽光発電プロジェクトを併設し、2030年までに高い設備利用率の
実現と約2＄/kgの水素を供給することも可能である。しかしながら、こうした施設の立地は人口や
市場から離れている場合が多い。遠方地域からの流通費用を加えると、例えばオーストラリアから

日本へ輸送するような場合を考えると、コストは2＄/kgから3.3＄/kgに増加する。これは、コストを
経済競争力の閾値（0.90＄/kg）以上に押し上げてしまう。本報告書では、化石燃料からの大規模な
移行にはこの閾値が必要不可欠であると考えている。 

n 再生可能エネルギーは、特に、このエネルギーが電気の脱炭素化のための大部分の移行を担うと既



 

生存可能な気候保全のための「ミッシングリンク」：合成燃料への水素添加がパリ目標達成に役立つ理由  2 

に考えられている場合、物理的な空間という制約も抱えている。大半の国では再生可能エネルギー

由来のグリーン水素を必要規模で製造するために必要な物理的な空間を見つけることすらできない

だろう（物理的な空間の制約を表した地図を7章に記載した）。 

n 対照的に、今日のアジア市場では従来の原子力発電技術を利用して2＄/kg程度の安価でクリーン水
素を製造することが可能である。我々は、次世代の先進型モジュール炉（以降、先進型熱源と記述

する）は、新たな製造ベースのデリバリーモデルを用いることで、大規模な水素を1.10＄/kgという
価格で製造することができ、さらに大幅なコスト削減が進むことで2030年までに0.90＄/kgというベ
ンチマーク価格に到達することを明らかにした。これは、電気分解の利用において、中短期での低

価格を現実的に達成し得る唯一の技術である。そのため先進型熱源は、短期的には先進型モジュー

ル炉のことを指すが、長期的には核分裂炉や高温地熱も含む。こうした先進型熱源は、本報告書で

説明する通り、生産プラットフォームの追加モジュールとして設計することができる。 

n 先進型熱源は、モジュール建設・製造を用いたギガファクトリーや世界クラスの既存の造船所で、
迅速かつ必要規模で建設可能である。ギガファクトリーとは、数十基の原子炉及びその他の必要構

成要素を製造し、その後同じ立地内にそれらを設置、効率性の高い低コストの大規模水素製造及び

その他の合成燃料製造を行う工場施設のことを指す。こうしたギガファクトリーは、主に償却済み

の産業において、港湾にある既存のブラウンフィールドに建設可能であり、高賃金の雇用を生み出

す。ギガファクトリーがたった10～12箇所あれば、英国の天然ガス消費全体を代替することができ
る。 

n 水素の世界展開は、現在石油産業が使用している大型洋上プラットフォームに類似する遠洋航海に
適した造船所建造の生産プラットフォームを用いれば可能である。既存の造船所の余剰能力を用い

れば、こうした生産プラットフォームを毎年数百隻生産することが可能で、低コストかつ大量の水

素製造施設を世界中の工業中心地にもたらすことができる。 

n ギガファクトリーと海洋生産プラットフォームは、（世界が炭素排出実質ゼロ「ネットゼロ」目標
を達成する）今世紀半ばまでに、大幅な脱炭素化を実質完了し得る水素製造コストを実現する。こ

れらの計画は、再生可能エネルギーのみのシナリオの場合排出される400GtものCO2累積排出を回
避することで、パリ協定で定められた1.5/2℃目標の軌道に世界を戻すだろう。つまり、大規模かつ
低価なクリーン水素は生存可能な気候保全のための「ミッシングリンク（失われた環）」である。 

n この大幅な脱炭素化に向けた努力は、比較的少ない物理的なフットプリント及び環境フットプリン
トで達成可能である。そのため、国家規模の再生可能エネルギー事業展開と合わさった「エネルギ

ー事業の無計画な拡大」やバイオマスエネルギーの粗放な利用とは異なり、再自然化（rewilding）
や自然のエコシステム再生のために広範囲の土地を充てることが可能になる（これにより、炭素回

収可能性がさらに高まる）。そして、生物多様性や気候変動といった環境への配慮も改善する。 

n この移行は、2020年から2050年までの30年間に渡り、17兆＄を投資することで実現できる。これ
は、化石燃料フローを今後数十年間維持するために必要な投資、25兆＄よりも少ない。さらに、世
界の主要な砂漠地帯に設置する同規模の再生エネ由来の燃料生産施設に関する戦略（それが実現可

能であると仮定した場合）に必要とされる70兆＄の投資とも対照的である。 

n こうして、本報告書で概説したアプローチは、化石燃料を維持するために必要な分よりも少ないコ
ストで経済の脱炭素化とネットゼロ目標達成を可能にする。しかしながら、コストを下げ革新・展

開を加速するために政府やその他の関係者が迅速な行動を取らなければ、この移行は開始できな

い。革新的な熱源が世界の脱炭素化に向けた努力に十分に参加することが必要である。 
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本報告書を読む意義 

本報告書は、以下の読者に向けて執筆した： 

n クリーン水素が脱炭素化を加速させる潜在性について注目しているアナリスト。本報告書は、研究
の間に見られるギャップを埋めるために迅速な行動を取るよう呼びかけるものである。様々なクリ

ーンな生産方法の選択肢の中でも、先進型熱源技術があまりにも軽んじられているか、完全に無視

されているものが多くみられるからである。 

n 政策立案者は、気候、水素、熱源、そしてエネルギー移行に向けた努力、そして資源問題に関して
市場インセンティブも含めて関わるため、利用可能な選択肢すべてを熟考するべきである。 

n 気候及びエネルギーに関してモデル化を行う専門家たちは、技術的選択肢の幅を広げることで脱炭
素化への道杉をさらに拡大することができる。より多くの選択肢を考慮することは、システム上の

あらゆる場所で圧力を緩和し、新たな機会を創出することに繋がる。確信的かつ実現可能な脱炭素

化及び成長への道筋を描くことは、投資家やサプライチェーン、政策立案や大衆を成功のために動

員するために必要不可欠である。 

n 気候変動対策タカ派の論者たちは、化石燃料が2050年のエネルギー利用の50～60％を担うという主
流の見通しを真剣に受け止めているが、この結果を回避するために利用可能な選択肢全般に係る行

動を求めるべきである。 

n 船舶、航空、石油・ガス産業用燃料の生産者、配送業者、そして消費者は、既存のインフラ設備と
ビジネスモデルを用いて社会のエネルギー供給を安価かつ無排出で続けられることを知り、興味を

持つだろう。 

n 石油精製所やアンモニア・鉄鋼・バイオ燃料生産者といった現在及び今後、水素を利用する産業従
事者は、コスト効率の優れたクリーンな産業移行について知ることができる。 

n 産業イノベーターは、賢明な展望と産業内での動員力を持っているが、本報告書で紹介したコンセ
プトを機会ととらえ、産業の近代化と価値提案の拡大を進めることで、先進型技術が脱炭素化と世

界のエネルギーアクセス改善の今世紀半ばまでの実現において意味ある貢献を果たすよう支えるべ

きである. 
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1  排出ギャップ 

現状、世界の温室効果ガス排出量の推移はパリ協定の目標達成には未だ遠い。

一般的な予測はどれも、再生可能資源の利用拡大や電力網のほぼ完全な脱炭素

化がいかに進んでも、今世紀半ばまでの世界のエネルギー供給の 75％を化石燃
料が担い続けるとしている。このままでは地球の気温は 3℃から 4℃上昇する見
込みで、社会や生態系に壊滅的な影響を及ぼす。この「排出ギャップ」に対処

する確実な計画は今のところ策定されていない。 

1.1 気候目標とカーボンバジェット 

2015年のパリ協定で世界の指導者たちは世界平均気温上昇を産業革命前と比べ2.0℃より十分
低く保持し、1.5℃に抑えるためのさらなる努力を続けるという目標を定めた。気候変動に関
する政府間パネル（IPCC）によれば、オーバーシュートなく気温上昇を1.5℃未満に抑える排
出経路を達成するためには、人為的なCO2の排出が2030年までに半減し、2050年には炭素排
出が実質ゼロ（「ネットゼロ目標」）にならなければならない。2℃に抑えるためには、2070
年までに炭素排出実質ゼロを達成しなければならない。 
この課題を可視化するもう 1つの方法が累積炭素予算を用いる方法である。IPCCは、気温上昇を（66％の確率で）
1.5℃に抑えるためには 2017年時点の残存炭素予算は 420ギガトン CO2（二酸化炭素 4,200億トン）であったと試算し
ている。1 今日の世界の年間排出量が約 42ギガトン CO2であることを加味すれば、これ以上排出量が増加しなくとも、

1.5℃に達するためのバジェットのすべてが今後 10年弱で消費されてしまうことを意味する。最近ネイチャー誌に発表さ
れた論文によれば、既存のインフラストラクチャ（石炭・ガス火力発電所、産業、自動車、航空機など）のライフサイクルに

おける排出はすでに 1.5℃になるバジェットを超過して消費しており、2℃に達するためのバジェットの 3分の 2もすでに
消費している。2  

切迫したこの炭素計算と従来のエネルギー利用の見通しとの間には明確な違いがある。国際エネルギー機関（IEA）は、
現在の各国の「公表政策」によって再生可能エネルギーの利用が高まるが、今世紀半ばの化石燃料の依存度は現在よ

りも増加すると見通している。未だに世界における富の格差が大きい中、また、8億 4千万人もの人々が依然として電気
へのアクセスがない中、この見通しによれば、CO2の排出量は 2040年でもピークアウトせず、さらにエネルギー需要は
2040年まで毎年 1％ずつ上昇すると予測されている（ 図 1参照.）。 IEAはこの主要シナリオを次のように記述してい
る： 

太陽光発電を始めとする低炭素エネルギー源がこの需要の伸びの半分以上を供給し、天然ガスが液化天然ガ
ス（LNG）の貿易量の増加により、3分の 1を供給する。石油需要は 2030年には横ばいで推移し、石炭利用は
漸減する。電力部門を始めとする一部のエネルギー部門では、急速な転換が進む。特に「正味ゼロ排出量」とい
う意欲的な目標を掲げる国々は、自国の供給と消費のあらゆる側面を再構築することになる。しかし、今日見ら
れるクリーン・エネルギー技術への後押しのみでは、世界経済の拡大と人口増加の影響を打ち消すには不十分

 
1   IPCC. “Global Warming of 1.5°C: An IPCC Special Report on the Impacts of Global Warming of 1.5°C above Pre-Industrial Levels and 

Related Global Greenhouse Gas Emission Pathways, in the Context of Strengthening the Global Response to the Threat of Climate.” 
Geneva, October 2018. 

2   Tong, Dan, Qiang Zhang, Yixuan Zheng, Ken Caldeira, Christine Shearer, Chaopeng Hong, Yue Qin, and Steven J. Davis. “Committed 
Emissions from Existing Energy Infrastructure Jeopardize 1.5 °C Climate Target.” Nature 572 (August 15, 2019): 373–77. 
https://doi.org/10.1038/s41586-019-1364-3. 
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である。排出量の増加は緩やかになるが、2040年までにピークを迎えることはなく、世界が共有する持続可能
性目標に達することができない。（IEA 2020）3 

この排出ギャップは1.5℃未満、さらには2℃未満に抑える可能性を阻むだけではない。クラ
イメート・アクション・トラッカーによれば、現行の政策では気温上昇を3℃に抑えることに
しかならず、4.1℃という高い地球の高温化があり得る。4  

1.2 気候変動の影響 

1.5℃目標を断念し、それよりも悪い2℃という結果を選択することは、より深刻な気候変動
の影響を受け入れることを意味する。IPCCによれば、こうした影響には海面上昇によって1,0
00万人以上の人々が住む場所を追われることや6,500万人以上の人々が前例のない熱波にさら
されることなどが含まれ、さらには絶滅種の増加や北極海氷喪失、サンゴ礁の実質的な全滅

といった生物多様性への影響も倍増する。5  
平均気温が 3℃上昇すれば、気候変動の影響はさらに甚大になる。最近行われた科学的再調査によれば、6 気温が
3℃上昇すると世界人口の半数が夏の「殺人的な猛暑」にさらされ、グリーンランドと南極西部の氷床が崩壊し、干ばつ
が 6倍増加、サハラ砂漠が欧州南部にまで拡大し始める。世界の食料供給は逼迫し、このことにより難民の増加や文
明崩壊のリスクが高まる。 

平均気温が4℃上昇した場合、熱帯及び亜熱帯地域の大部分が人類にとって生物学的に居住
不可能となる。こうした地域には中東の大部分やインド亜大陸、アフリカや南及び東アジア

が含まれる。気温が大半の穀物にとって致死的な閾値を超えるに従い、世界の主要な穀倉地

帯では凶作が同時多発的に発生することとなる。言い換えれば、私たちは徐々に地球を人の

住めない場所に変えることになる。  

1.3 化石燃料が依然として優位  

現在の世界の石油及びガス消費量は日量 1億バレル（年間 219エクサジュール EJ）で、今世紀半ば以降も伸び続ける
と予想されている。 

IEAの「公表政策シナリオ」はエネルギーに関する各国政府の現時点の政策を集めたもの（本稿ではさらに 2050年ま
での推測を追加している）であるが、石油及びガス消費の総量が年間 350EJまで増加すると試算している（図 2参照）。 

このシナリオは陸上輸送部門の大幅な電化が牽引する再生可能エネルギーによる発電の継続的な利用拡大を加味し

ているが、IEAは 2040年になっても 1次エネルギー全体の 75％が化石燃料に依存し続けると予測している。下記図 1
は、IEAの「公表政策シナリオ」に基づいた一次エネルギーの 2040年までのエネルギー源ごとのシェアを表しており、
化石燃料が担う割合を桃色で囲っている。7  

 
3   IEA. “World Energy Outlook 2019,” November 2019. 
4   Climateactiontracker.org 
5   IPCC. “Global Warming of 1.5°C: An IPCC Special Report on the Impacts of Global Warming of 1.5°C above Pre-Industrial Levels and 

Related Global Greenhouse Gas Emission Pathways, in the Context of Strengthening the Global Response to the Threat of Climate.” 
Geneva, October 2018. 

6   Mark Lynas, 2020: Our Final Warning: Six Degrees of Climate Emergency. 
7   International Energy Agency. “World Energy Outlook 2018,” 2018. 



 

生存可能な気候保全のための「ミッシングリンク」：合成燃料への水素添加がパリ目標達成に役立つ理由  7 

図 1. IEAの公表政策シナリオ：エネルギー源毎の世界の一次エネルギーシェア 

  
出典：International Energy Agency. “World Energy Outlook 2018,” 2018年.  
 

この化石燃料シェアの大部分がいわゆる「脱炭素化が難しいセクター」と呼ばれている航空や重工業、海運、そして家庭

用暖房等のような発電以外のガス利用などで消費されている。電力生産における石炭や天然ガスをクリーンなエネルギ

ー源に転換することは容易であるのに比べ、液体燃料を脱炭素化することは難しい。そのため、今世紀半ばまで排出量

の大部分を液体燃料が占めることとなる。  

1.4 脱炭素化への課題 - 1.5℃/2℃目標達成の「ミッシングリンク（失われた
環）」 

従来の見通しによれば、「脱炭素化の難しい」経済分野の排出量は2050年になっても年間20
ギガトン（Gt）8 
を占めることになる（再確認しておくがこの分野には電力のように推定上「脱炭素化が容易

」であり、今世紀半ばまでには完全にカーボンフリーになると考えられているセクターは含

まれていない）。累積すると、2020年から2050年にかけて、炭素集約度の高いセクターは525
GｔのCO2を排出する。これは1.5℃目標の残存炭素予算の合計より100Gtも多い。加えて、化
石燃料からも100Gtの排出が電力セクターの供給網から未だ発生することを加味すれば、この
シナリオでは2℃目標も達成できないこととなる。図
2はこれらのセクターの伸び率の予測を表している。  

 
8 ギガトン（Gt）は、10億メートルトン又は約 2兆 2046億ポンドに相当する質量又は重量の単位. 
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脱炭素化が難しいセクターに関する対策は今のところない。1.5℃目標の達成を掲げる気候モ
デルのほとんどが2050年以降の大規模なネガティブエミッション（負の排出）によってこの
ギャップを埋めることを想定しているためである。しかし、何十年間もCO2を毎年何十億ト

ンも隔離する技術は今のところ存在しないので、これは今のところ机上の空論に過ぎない。

そのため、パリ協定の目標達成のための唯一の希望は、脱炭素化が難しいセクターに対処す

るためのゼロカーボン技術を速やかに開発し、その利用を拡大することである。次章では、

もっとも有望な選択肢である水素について考える。  

図 2. 「脱炭素化の難しい」セクターにおけるエネルギー利用910 

 
注：2040年～2050年にかけての数値はIEA (2018)の2020年～2040年の成長率を線形外挿したものである. 

 
9   IEA. “World Energy Outlook 2019,” November 2019. 
10  IEA (2019), “World Energy Model,” IEA, Paris, 2019. 
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2  水素というミッシングリンク  

水素は化石燃料の理想的な代替物質として長年もてはやされてきたが、数十年

来の望みは未だ現実化していない。にも関わらず、水素には現在さらに注目を

集める固有の特徴がいくつかある。さらに重要なのは、水素が分子燃料であり

二酸化炭素を排出せずに燃焼するため、気候崩壊に加担しないという点であ

る。合わせて、水素はスケーラブルであり、水から抽出することができ、燃焼

後は水に還元される。そのため、水素の備蓄は実質的に無限にあることを意味

し、枯渇することはないのでその実用化を大規模に行うことができる点も重要

である。水素は燃焼を通すか、燃料電池において発電のために「燃やす」こと

ができ、水素ベースの燃料はエネルギー密度が高く、単位質量当たりのエネル

ギー伝達がバッテリー等の競合技術よりも大きい。本章では、水素が化石燃料

の代替策たり得ることを説明し、この水素経済への転換を牽引するために経済

がどう変わる必要があるかを説明する。 

2.1 水素の基本 

水素は実のところ燃料ではなく、エネルギー担体だと言った方が正しい。地球上に遊離した形では存在しないため、化石

燃料とは異なり採掘したり鑿井したりして直接燃焼することはできない。メタン（CH4）や水（H2O）のように、他の分子と結
合している水素を遊離させる必要があり、そうして初めて、燃焼されるエネルギーを液体又は気体の形で運搬することが

できる。  

水から水素を生成することはクリーンで容易である。水素は電気分解と呼ばれる方法を用いて生成されるが、これは水

に電流を流し水素と酸素の気泡をそれぞれ発生させるものである。しかしながら、水の電気分解には H2Oの強力な分
子結合を切断するために大量のエネルギーをインプットする必要がある。したがって、この方法の効率は 60から 76％
で、水素を貯蔵・圧縮したり他の燃料へ変換したりする際にさらにエネルギーが失われる。燃料電池や燃焼もさらなるロ

スを発生させるので、電気分解における電気から燃料電池やエンジンにおける電気へと至る一連の流れを総合した水

素の効率性は、最良の場合で 45％、最低の場合は 16％と驚くほど低くなる。11 このため、輸送のようなセクターでは
（電気自動車を用いた）直接的な電化の方が、電気を水素に変え、また電気に戻すという水素中心のアプローチよりも効

率は常に高くなる。  

水素は非常に小さな分子なので、従来のパイプラインや貯蔵施設から漏出する可能性が高い

。水素は引火しやすいため、こうした漏出は安全性に関する深刻な問題である。水素はしか

しながら、既存の天然ガスパイプラインに添加することができ、調理や暖房といったガス設

備の炭素強度を減らすことに貢献できるが、水素専用のパイプラインにはより良質な配管及

び最終利用のための各種機器の両方が必要となる。水素は高圧のコンテナに貯蔵することが

可能であるが、これは少量かつ短期間に限られる。より大規模な貯蔵は地下の岩塩空洞で可

能であるが、こうした設備は数箇所の立地にしか存在しない。 

 
11 Bloomberg New Energy Finance, “Hydrogen Economy Outlook,” 2020.  
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さらに水素は気体でも液体でも体積密度が小さい。例えば、メタン1立方メートルは水素1立
方メートルの8倍の質量を有している。そのため、メタンの方が同量の水素よりエネルギーを
多く有している。水素を大気圧で液化するには-
253℃以下まで冷却する必要がある。これは、絶対零度（-
273℃）よりわずかに20℃高く、液化天然ガスの沸点より90℃低いだけである。輸送のため
に水素を液化するには高圧が必要で、そのためにエネルギーとエンジニアリングの両方が必

要である故、効率はさらに低下する。液体状態でも水素の密度はあまり大きくない。液体水

素1立方メートルが71㎏の水素を内包している一方、同体積の水が内包する水素は111㎏であ
る。これは水素原子の異なる分子結合下における結合度の違いによるものである。 
体積の大きい分子の利点は炭化水素にも当てはまる。例えば、ヘプタン（C7H16）1立方メー
トルは同体積の液体水素よりも3倍近くも多く水素を含有している。ヘプタンは（熱力学的な
エネルギー準位がより低く、燃焼することのない水とは異なり）燃焼性が高い。このことが

、現代経済において、液体燃料としての炭化水素のエネルギー密度を代替するのは、たとえ

液体水素を直接用いたとしても、難しい理由である。また、炭化水素は、エネルギー密度が

非常に高く、さらに大抵の場合、室内温度で液体であるため輸送も容易である。 
しかし、エネルギー密度が低いとは言え、液体水素はリチウムイオン電池に比べると約100倍
エネルギー密度が高い。この2桁の違いは基本的物理特性によるものであり、将来的に電池の
効率が大幅に改善したとしても、この事実にさほど変化はないと考えられる。そのため、エ

ネルギー密度の高い燃料を必要とする大陸間飛行や船舶輸送、その他の長距離輸送手段にお

ける電池利用はあり得ないこととなる。 
最後に述べた特徴は、水素がようやく注目されるようになった理由である。脱炭素化に関す

る課題解決の大部分は電化（その電力は太陽光や風力、原子力、水力といったゼロ排出発電

によって生産されたもの）によって実施される一方、近い将来、電化では対応しきれないエ

ネルギーの最終用途も存在する。技術的変革が起こらない限り、水素ベースの液体燃料は、

こうした脱炭素化の難しいセクターの炭素排出削減を牽引し、破滅的な気温の上昇を避ける

ために必要な期間内に（つまり、数十年ではなく数年で）実現し得る最良の選択肢である。 

2.2 アンモニアの利用 

水素をそのまま輸送・貯蔵するのは難しいため、大抵の場合、化合物を生成する（つまりより密度の高い分子に水素を

結合させる）ことが最良の選択肢となるだろう。炭素は水素と結合しやすい。このことは、現代経済が化石燃料を大量に

使用していることからも明らかである。しかしながら、炭化水素燃料は将来的な選択肢たり得ない。地下から炭化水素を

これ以上汲み上げる必要は無くすことができるし、無くさなければならない。 

これによる炭素不足（つまり、地下から炭素を取り出しも大気中に排出もしないこと）を迂回する唯一の方法は、大気中

の CO2を炭素の貯蔵タンクとして利用し、合成燃料を生成することである。しかしながら、これには基本的な物理特性に
固有の課題がいくつかある。水同様、CO2は熱力学的なエネルギー準位が低い。つまり、CO2は燃焼の生成物であるた

め、再び燃焼することはできない。故に、炭素原子を酸素原子から切り離し、エネルギー準位を上げるために再度水素と

結合させるには多くのエネルギーを要する。加えて、大気中の二酸化炭素濃度は低い（400ppm又は 0.04%）ため、大
気から二酸化炭素を回収し、原料として利用するのはエネルギーの観点から考えると高額かつ非効率的である。それで

も、多くの開発者が大気中から回収した CO2を利用して合成炭化水素を生成する考えを追求し続けている。これは、既
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存の応用技術のための「ドロップイン」燃料としてゼロカーボンの炭化水素燃料には潜在的な有用性があるからである。
12  

  

 
12   McGinnis, R., “CO2-to-Fuels Renewable Gasoline and Jet Fuel Can Soon Be Price Competitive with Fossil Fuels,” Joule, 4, 509–515, 

2020. 
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航空分野におけるバイオ燃料 

特筆すべき水素利用機会として、バイオ燃料の向上を目的とした使用が挙げられる。これは、大気中に拡散している

CO2を原料として利用するのではなく、植物バイオマスからより濃度の高い炭素を回収することを意味する。バイオマ
ス中に含まれる炭素の多くが従来のバイオ燃料生成の際には排出されており、バイオ燃料の生産できる土地の不足

が根本的な社会的・環境的制約となっている。しかしながら、フィッシャー・トロプシュ法の工程中に水素を加えれば、

バイオ燃料のエネルギー収率は 3倍まで上昇し、安価で持続可能なバイオ燃料の製造規模を拡大できる。13  

最終製品とプロセスによるが、水素を加えないバイオ燃料に対する競争力をこの手法に持たせるためには、水素 1kg
当たりのコストは 2.30＄から 3＄に抑えなければならない。規模にして表すと、ある試算によれば、バイオマスから 1
日当たり 100万バレルのディーゼル燃料を生産するための水素を提供するには１ギガワットの原子炉が 92基必要で
ある。14 現在、世界のジェット燃料の平均需要は 1日 8百万バレルである。15  

バイオ燃料の使用が航空分野におけるケロシン系の JET Aのみに制限されるとし、航空機の保有機数が現在と同程
度に維持されればドロップイン燃料が必要不可欠であると仮定すると、深刻な土地利用問題や食料安全保障への影

響を引き起こすことなく、バイオ燃料は航空分野の脱炭素化を可能にすると考えられる。しかしながら、バイオ燃料の

利用はこの分野にのみ制限されるべきである。 

 

これよりも確実とされている選択肢が水素を窒素と結合させる方法である。窒素は、大気中に約 80％の割合で存在して
いるため非常に容易に入手可能である。最も簡単に生成できる化合物はアンモニア（NH3）で、窒素原子 1つに水素原
子 3つが結合している。アンモニアは原料や肥料として既に世界中で大量に生産されており、ハーバー・ボッシュ法とし
て知られるその生産技術は 1世紀以上前から使用されている。アンモニアは密度と輸送の双方に関する問題を解決し
てくれる。アンモニアは大気圧に近い気圧下で液体であり、1立方メートル当たり液体水素よりも 2倍近くの水素を含有
している。1リットルのアンモニアは、水素ガス 1000リットルと同程度のエネルギーを備えている。 

アンモニアは少し改良を加えた船舶用エンジンで燃やすことができる。同様に、アンモニア燃料電池は電気モーターの動

力源としても利用でき、この多目的に利用可能な分子が航空、大型トラック及び鉄道といった様々なセクターにおける長

距離輸送を脱炭素化するのを可能にし得る。貯蔵が容易なため、アンモニアは安価かつ大量に貯蔵することができる

（そして既にそうされている）。課題の 1つは、アンモニアが空気中で燃焼する際に発生する亜酸化窒素（強力な温室効
果ガス）である。しかし、この問題は既に広く使用されている触媒コンバーター技術を用いれば解決することができる。 

こうした要因の組み合わせが意味しているのは、水素とアンモニアを共に使用すれば脱炭素化が難しい経済部門に取り

組む見込みが与えられることである。水素は鉄鋼業などの産業工程にそのままで利用できる一方、アンモニアは航空や

船舶、その他のエネルギー集約型産業の脱炭素化への糸口を提供することができる。  

脱炭素化のための水素利用に関する最近の研究を検討した結果、16 我々は水素技術や潜在的な市場適用への投資を
直接支援する政策を打ち出している国の数が増えていることを発見した。幅広いセクターが、支援政策や研究開発投

資、イノベーションや商業化への融資などの対象となっている。そしてその大部分が輸送への適用やガス供給網に焦点

を当てている。 

 
13  Dietenberger, Mark A., and Mark Anderson. “Vision of the U.S. Biofuel Future: A Case for Hydrogen-Enriched Biomass Gasification.” In 

Industrial and Engineering Chemistry Research, 46:8863–74. American Chemical Society, 2007.  
14  Forsberg, Charles W. “Meeting U.S. Liquid Transport Fuel Needs with a Nuclear Hydrogen Biomass System.” International Journal of 

Hydrogen Energy 34, no. 9 (May 1, 2009): 4227–36. 
15  Sharafedin, Bozorgmehr, Tim Hepher, and Koustav Samanta. “Jet Fuel Demand to Remain Low as Airlines Buckle up for Tough Ride.” 

Reuters, April 15, 2020. 
16  次のものを含む：1) IEA. “The Future of Hydrogen, Seizing today’s opportunities,” 2019. 2) Committee on Climate Change. “Hydrogen in a 

Low-Carbon Economy,” Nov 2018. 3) Brown, Trevor. “Sailing on Solar: EDF Report Identifies Ammonia as ‘One of the Most Promising’ 
Maritime Fuels.” Ammonia Energy Association, June 15, 2019. 4) IMO. “Reducing CO2 Emissions to Zero: The ‘Paris Agreement for 
Shipping’ Implementing the Initial Strategy on Reduction of GHG Emissions from Ships (adopted by the UN Int’l Maritime Organization).” 
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2.3 クリーンな水素は安価でなければならない 

水素とアンモニアが経済の脱炭素化に大幅に貢献するためには、原料や燃料として使用され

る水素をクリーンな方法で生産しなければならない。しかし、現在のところその限りではな

い。世界における水素製造の主流となっているのは「水蒸気メタン改質（SMR）」と呼ばれ
るプロセスで、メタンを熱源及び水素源として使うため、結果的にCO2も排出することにな
る。今日利用されている水素の内、「クリーン」水素は1％にも満たない。それ以外のものは
、相変わらず化石燃料から生成されるため「グレー」水素と呼ばれる。IEAは、世界の水素
製造が今日排出するCO2は年間8億3千万トンであると試算しており、これはエネルギー関連
の排出の2.2％を占める。故に、水素製造はそれ自体が温暖化の重要な原因の1つであり、そ
の排出量は例えばドイツの年間排出量よりも高い。 
世界の水素製造のほぼすべてが化石燃料に由来するのは、単に経済的な理由からである。天

然ガスが安価であり、炭素排出への実質的な課金が存在しないため、SMRによる水素製造の
費用は現状たった1＄/kgである。一方、ブルームバーグNEF（BNEF）によれば、再生可能エ
ネルギー由来の電力のみを利用した電気分解による水素製造の費用は4＄/kg以上である。17 
既存の「グレー」水素市場に競合し、クリーンな合成燃料の生産を実現するには、クリーン

な水素（つまり、生存可能な気候保全のための「ミッシングリンク（失われた環）」）は、

化石燃料から生成された水素との価格競争力がなければならない。 
こうした転換は政策や助成金に永遠に頼っている訳にはいかない。Impossible 
Burger™のアナロジーを引き合いに出すと、この有名な食品業界のイノベーションが成功し
たのは政治家たちが牛肉に課税したからではなく、従来のミートバーガーと同等の価格で環

境に配慮した代替製品を提供したからである。同様に、水素ベースのクリーンな燃料が必要

な規模で化石燃料に取って代わるのは、今日石油やガスが提供しているのと同等の（かつゼ

ロカーボンの）エネルギーサービスを、匹敵する価格又はそれよりも低価で提供することが

可能になったときである。18  
BNEFによれば、再生可能エネルギー由来の水素の生産費用は（十分なイノベーションと投
資があれば）、2030年までに2.14＄～2.71＄/kgになり、2050年までに0.73＄～1.64＄/kgにな
る。19 
この分析が正しければ、再生可能資源由来のクリーンな水素を用いて、価格競争力のある合

成燃料を生産できるようになるのは早くとも今世紀半ばである。故に、この種類のクリーン

な水素が気候への甚大な影響を避けるための努力の一端を担うことはできない。そのため、

水素製造のエネルギー源は再生可能資源のみでなければならないと言う考えに固執すること

は危険な賭けである。風力や太陽光発電しか使用しなければ、クリーンなエネルギーへの転

換は（最悪の場合）成功し得ず、（最良の場合）気候変動を抑制するには遅すぎることにな

る。 
再生可能エネルギー由来の余剰電力を用いて必要量の水素を製造する提案もされてきたが、

これは不可能である。最も明白な理由は製造規模の問題であるが、それだけが理由ではない

 
17  Bloomberg New Energy Finance (2020). Hydrogen Economy Outlook. Key Messages. March 30, 2020. 
18  Kirsty Gogan and Eric Ingersoll, “We Need More of Our Climate Solutions to Be ImpossibleTM Burgers,” Business Green, December 2, 

2019.  
19  Bloomberg New Energy Finance (2020). Hydrogen Economy Outlook. Key Messages. March 30, 2020. 
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。一度利用に回されると、余剰電力はもはや余剰ではなくなり、価格がつけられることにな

る。故に、水素製造は希少な電力のために電力グリッドからの供給と常に価格面で競争を強

いられることになる。水素の潜在的市場規模は現在の電力使用よりも大きいので、発電の小

さな1部門として運用するために設計するのでは意味がないことは明白である。 
もう1つの選択肢は、化石燃料由来の水素を使用し続け、製造過程で排出されたCO2を炭素回
収貯留技術（CCS)を用いて地中に隔離するものだ。今日の水素製造が特定の利用目的のため
だけに小規模で行われていることから考えると、これは実現可能性の高い選択肢に見えるだ

ろう。しかしながら、現在の炭化水素燃料市場が水素とアンモニアに代替された場合にその

規模がどれほど拡大するかを計算することはできない。この場合、石油・ガス産業が今日地

中から化石燃料を汲み上げる量よりも多く二酸化炭素を地中に貯留する必要が出てくる。 
現代社会において、炭素ベースの液体燃料を代替するという課題の規模はまさに計りきれず

、一般に認識されているよりも大きい。実際、ゼロカーボンの水素市場の最終的な規模を考

えた場合（予測されている350EJの化石燃料に対する代替合成燃料の製造にまで広げると）、
こうした代替燃料のエネルギー値は、今日の電力市場規模84EJの4.2倍となる。この課題の規
模、そしてコストというこちらも肝心な問題を解決するためには、世界規模で価格競争力の

ある水素を提供し得る実現可能なテクノロジーパスウェイが必要である。 

2.4  先進型原子炉を利用した水素製造 

先進型核分裂炉は、非常に高効率で発電可能な熱源であり、産業分野のエンドユーザーに対し、高温（>500℃）の水蒸
気を確実かつ多量に提供することができる。こうした特性と将来的な設備利用率が 90％を超えると予想されていること
から、次世代の熱源技術は世界市場規模での安価な水素製造を支えるために特に適している。最近の主な文献ではこ

の事実が見落とされているようであるが、多くの国立研究所や民間企業が従来の原子炉（軽水炉）や新型炉を用いて水

素社会実現へのこの経路に関する研究開発を数十年にわたり行ってきた。 

数十年来、各国は原子炉からの熱を利用して、水素製造を含む化学プロセス産業全般のエネルギー需要に応えられる

よう、様々な選択肢を探求してきた。 

1960年代、日本のエネルギー産業及び鉄鋼業界は共同で、鉄鋼生産における水素利用のための研究開発に尽力し
た。その目的は、製銑工程で用いられるコークスを水素に代替するというものであった。今日、この研究開発はさらに進

み、燃料電池自動車（FCV）に向けての動きを含む日本の水素社会への移行の一端としてクリーンな水素製造技術が
担う役割を明確なものにしようとしている。 

イタリアのイスプラに位置し、欧州最高峰の研究機関の 1つである共同研究センター（JRC）では、1960年代半ばから
1980年代初頭を通してエミッションフリーの水素製造技法の特定・審査のための大きな努力を行った。これには、有望
な実証実験や腐食研究、そして水素製造に必要な設備全体の設計などが含まれた。 

米国では、ガス技術研究所（GTI）が原子力を利用した水素製造法を研究。民間部門ではウェスティングハウス社が
1970年代に独自の「硫黄サイクルハイブリッド（HyS）法」を開発した。 

ドイツでは 1970年代から 1980年代にかけて、水素製造にプロセス熱を供給する高温ガス炉の設計・実用化に向けた
大掛かりな国家イニシアチブを複数の産業で構成されたコンソーシアムが支持した。20 このプログラムには例えば、2つ

 
20  水素製造経路には、温室効果ガスを消費せず排出もしない「熱化学法プロセス」と、原子力による SMR法（ドイツの「Prototype Nuclear Process 

Heat（PNP）」計画として知られる）も含まれる。PNPは、高温のヘリウムや蒸気の生成に使用されるエネルギー供給の大半を原子力が担うため、
従来の SMR法よりも炭素排出を削減する。日本も同様のプロせえすに関する研究開発を考案・完了している。 
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の原型炉（AVRと THTR）の建設と運用が含まれていた。プログラムへの投資総額は、水素製造を支援するための資金
拠出も含めると約 60億＄（2020年のドル価格）であった。 

米国に本拠を置くゼネラル・アトミックス社は、安価なガス冷却炉を設計し、ライセンスを供与するとともに、スリーマイル

島原子力発電所事故以前には 10基を米国のユーティリティ企業に販売している。同社は 1979年までに「熱化学法」プ
ロセスを用いた水素製造設備の実験室規模のプロトタイプを建設した（このプロセスは IS法又は硫黄-ヨウ素サイクルと
して知られている）。同様のプログラムが旧日本原子力研究所（JAERI、現日本原子力研究機構 JAEA）で実施され、
1999年に実験室規模での ISサイクルを用いた水素製造のデモンストレーションが行われた。これは、より大規模な高
温工学試験研究炉（HTTR)プログラムの一環で、特に SMR法及び IS法によって水素製造行う際にクリーンなエネルギ
ーを供給することが目的であった。国際原子力研究開発イニシアチブ（I-NERI）21 主導の下、JAEAの実験室規模の設
備の 100倍のキャパシティーを持った ISサイクル設備が米国で建設され、2007年にゼネラル・アトミックス社で引き渡
しが行われた。 

気候変動への関心が高まったこともあり、2002年までには、クリーン水素に関する国際協力が広く行われるようになる。
第 4世代原子力システムに関する国際フォーラム（GIF)主導の多数のプロジェクトに総額 6億＄以上が費やされ、その
大部分が改良型原子炉の熱源を高温熱又は電気を用いた効率的な水素製造に融合させることに焦点を当てた。 

2000年代半ばまでには、先進国の多くがクリーン水素に関する政策プログラムを掲げるようになる。費用効率が適切で
環境にも優しい水素製造への道筋たり得る新型原子炉の利点と価値、サプライヤー、エンドユーザー、そして各国政府

から成る国際社会に熱狂的に受け入れられた。米国では、2005年エネルギー政策法（Energy Policy Act of 2005）が
成立し、革新的な高温ガス炉である次世代原子炉（NGNP）を 2021年までに建設するという目標を掲げる国家イニシア
チブが開始された。NGNPによって供給されるエネルギーの約 10％がカーボンフリーな水素の大規模な製造を実証す
るために使用される予定である。  

中国では、高温ガス炉の進歩やそれらを利用したクリーン水素の製造計画が継続して行われている。石島湾では中国

初の大型高温ガス炉が 2021年又は 2022年に運転開始する予定である。米国ではエネルギー省が近頃、初号機建設
計画を 3つ開始している。それぞれ電力会社 1社がアイダホ国立研究所とパートナーシップを結んだこの計画は、既存
の償却済み発電所を改良し、電気分解を利用してカーボンフリーの水素を製造することが目的である。22 

排出ゼロの水素製造技術開発の進歩に比較的時間がかかった理由の 1つは、米国やその他の西洋諸国における新規
軽水炉（LWRs）の建設費用が嵩んだことと、新設発電所の費用が増加し続ける原因に対処する研究開発やイノベーシ
ョンへの関心が欠けていたことにある。こうした産業全体の問題は、政府のエネルギー政策の移行と合わさり、水素製造

に最も適した技術である先進型高温熱源の開発への投資の妨げとなった。 

西洋においては、大型軽水炉のために建設業界に再スタートを切らせることの難しさは、米国などで天然ガスの価格が

急落したことでさらに増している。安価なガスは革新的な水素製造への投資意欲を削いだだけでなく、化石燃料からの

水素製造コストも減少させたため、クリーン水素と天然ガス由来の水素23 との間にあったコストギャップはさらに広がっ
た。 

今日、明白なある事実が多くから忘れられ、あるいは無視されている。それは先進型熱源が

クリーン水素製造に特に適しているという事実である。クリーン水素の製造を大幅に増加さ

せ、それが可能にし得る脱炭素化を進めるためには、クリーン水素に関する議論を本格的に

再開する必要がある。 
クリーン水素の製造は物理的には実現可能であるが、経済的な課題も残っている。そのため

、次のセクションではクリーン水素の価格に含まれているコストドライバーを検討し、先進

型熱源を利用して1＄/kg以下という必要価格同等の非常に安価な水素を提供する道筋を提案
する。これにより、世界規模でゼロ炭素の航空機・船舶・工業用の水素及び合成液体燃料の

 
21  US Department of Energy. International Nuclear Energy Research Initiative. 
22  Yurman, Dan. “U.S. nuclear plants to produce carbon-free hydrogen,” EnergyPost.eu September 17, 2019. 
23  SMR法に天然ガスを使用している。これは、米国及び世界の炭素排出の大きな一因である。 
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製造が可能になり、世界は2050年までに炭素排出実質ゼロ（「ネット・ゼロ目標」）を達成
する道筋を進むことができる。 
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2.5 安価でクリーンな水素への道筋 

いくつかの研究が様々な電力源に由来するゼロカーボンの水素製造の潜在的コストを既に検討している。24 今回の分
析ではこれらを見直し、主要な結果を我々が独自で行った原子炉・水素製造法に係る種々の道筋のモデル化と組み合

わせた。これらの結果を IAEAの Hydrogen Economic Evaluation Program (HEEP)のモデルに基づき評価し、これら
の先進型熱源のパフォーマンスを米国立再生可能エネルギー研究所（NREL）の Annual Technology Baseline (ATB)
に基づき、将来的な太陽光発電や風力発電のコストに関する比較的アグレッシブな仮定と比較した。 

クリーン水素製造における主なコストドライバーは下記の通りである： 

n エネルギー供給の設備利用率 

n エネルギー供給の資本費 

n 電気分解・変換の効率 

n 電解槽の資本費 
 
以下のセクションでは、各コストドライバーと水素製造費用に対するその全般的影響を検討

する。  

 
24  IEA. “The Future of Hydrogen, Seizing today’s opportunities,” 2019; IRENA (2018), Hydrogen from renewable power: Technology outlook 

for the energy transition, International Renewable Energy Agency, Abu Dhabi; Glenk, G., Reichelstein, S. (2019). Economics of 
converting renewable power to hydrogen. Nature Energy 4, 216–222. 
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2.6 エネルギー供給の設備利用率 

設備利用率（Capacity factor, 
CF）は、一定期間内の実際の発電量を同期間に最大限可能な発電量で割った比率を表す指標
である。下の表

6は、設備利用率がエネルギー生産総量にどう影響するかを、いくつかのクリーンなエネルギ
ー源の例を用いて表したものである。発電されたメガワット時（MWh）は、設備利用率（M
Wに換算した平均発電量）に1年の時間数（8,760時間）を掛けることで計算されている。  

表 1. クリーンエネルギー発電のタイプ別設備利用率 

発電タイ

プ 
プロジェクト規模

例 (MW) 
設備利用率の範囲（米国平均

） 
米国平均の設備利用率に基づいたエネルギー生産量(M
Wh) 

太陽光 100 15 - 27% (20%) 175,200 

陸上風力 100 20 - 45% (35%) 306,600 

水力 100 35 - 60% (42%) 367,920 

洋上風力 100 28 - 55% (43%) 376,680 

バイオマ

ス 100 59 - 65% (62%) 543,120 

地熱 100 80 - 90% (85%) 744,600 

原子力 100 87 - 93% (90%) 788,400 

出典 

The National Renewable Energy Laboratory.  NREL Annual Technology Baseline (2019). 

U.S. Energy Information Administration, U.S. EIA (2020). Table 6.07.B. Capacity Factors for Utility Scale Generators Primarily Using Non-Fossil 
Fuels.  

 
我々が作成したコストモデルによれば、設備利用率は水素製造における唯一最大のコストド

ライバーである。これは次頁図

3の曲線グラフにも表されている。他の要因（下記参照）が固定されている場合、設備利用率
90％（原子力）から設備利用率20％（太陽光）に移行すると、水素製造コストは約3倍となる
。設備利用率90％（原子力）から設備利用率40％（洋上風力）に移行すれば、水素製造コス
トは倍増する。  
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図 3. 設備利用率と水素製造コストの関係性  

 
 
上記図 3 
は、出力抑制時の再エネ由来の電力（例えば、風の強い日において、タービンがグリッド吸

収分より多く発電した際の風力余剰電力）の利用が現実的な選択肢ではないことを表してい

る。出力が変動する発電を断続的に利用することは設備利用率を著しく低下させ、結果とし

て経済性も下げる（図3の左部分参照）。このモデルでは、水素が化石燃料を代替することは
できない。  

2.7 エネルギー供給の資本費 

設備利用率の次に水素製造のコストに影響を及ぼしているのは、エネルギー供給源となる発

電施設の資本的支出（CapEX）である。資本的支出は、風力タービンやソーラーファーム、
発電所などの発電インフラ設備を建設するのに必要な費用の合計を指す。次頁の図4は、資本
的支出が最も少ない設備（1,500＄/kW）と資本的支出が最も多い設備（5,500＄/kW）の間で
は水素製造費用に約2倍の差が生じることを示している。この関係性が成り立つのは、エネル
ギー供給源の資本的支出が高いと発電所の運転期間中のエネルギーがより高価になるためで

ある。 
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図 4. エネルギーシステムの資本的支出と水素製造コストの関係性  

 
 
 
図

4には3つの異なるパラメーターがあることに注意：エネルギーの資本的支出、水素製造コス
ト、そして設備利用率である。そのため、例えば（米国とEUが協同で新設する、コスト5,50
0＄/kWの発電所といった）コストの高いエネルギー源が90％の設備利用率で運転した場合の
水素製造コストは、低コストの風力発電（1,500＄/kW）が洋上での典型的な設備利用率45％
で運転した場合のそれと同等になる。どちらも水素を約4＄/kgで製造することになる。 

2.8 電気分解の効率性 

電気分解とは、水に電流を通すことで純粋な水素ガス（と副産物として酸素）を発生させる

方法で、電解槽を用いて行われる。電気分解の効率性（つまり、電気を水素に変換する過程

で失われるエネルギーの量）もまた、水素製造における重要なコストドライバーの1つである
。  
既存の低温の電解槽（例えばアルカリ電解槽やプロトン交換膜電解槽）の効率は一般的に60
％代前半である。25 
高温の電気分解は、電気分解の効率を上げるため熱を利用して行われ、高い効率が得られる

が、高温の熱源が必要となる。太陽光発電や風力発電といった再生可能エネルギーは、熱で

はなく電気を生成する。効率を最大化するためには、熱化学反応で水を分解する必要がある

 
25  本報告書執筆時点（2020年）で 61.5%よりも高い設備利用率（スタック効率ではなく）を有した商業的な低温電解槽を見つけることはできなかっ
た。より高い設備利用率は 2020年に関してのより前向きな見通しに基づいているが、こうした予測は表面上、実現していない。2020年の効率予
測に到達しなかったことが 2040年や 2050年における電解槽の効率予測達成の妨げになるか否かを判断するのは難しい。 
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ため、熱を直接使用しなければならない。しかしながら、これには1000℃近い高温が必要な
ため、特別に設計された高温原子炉（又は、本報告書の目的と真逆になるが、燃料の燃焼）

が必要である。  
熱化学的なアプローチではなく電解槽を利用した場合でも、先進型熱源で実現される500℃
以上もの高温と組み合わせることで効率を劇的に改善することができる。高温の電気分解は

従来の方法よりも電力の消費が少なく（高温の蒸気を用いれば、電気効率は100％近くに到達
する）、熱の消費が多くなる。つまり、先進型原子炉の電気と高温熱の製造の両方が活用さ

れる。特に、高温の電解槽の商業化に向けて取り組んでいる企業もあり（例：Sunfire 
GmbH）、我々のシナリオでは必要規模で実用化されるものと見込んでいる。 
下図

5は、電解槽の効率が設備利用率と資本的支出と相互に作用することで及ぼすコストへの影響
を表している。設備利用率が高い場合、効率が64％の電解槽と95％の電解槽では、水素製造
コストの差額は約1＄/kgとなる。設備利用率が低くなると、差額は1.5＄～3＄/kgに膨れ上が
る。  

図 5. 電解槽の効率と水素製造コストの関係電解槽の効率と水素製造コストの関係 

 
  

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

$/
kg

 H
yd

ro
ge

n

Capacity Factor
64% (Low Temperature Electrolysis)
95% (High Temperature Electrolysis)

（低温電気分解） 
（高温電気分解） 



 

生存可能な気候保全のための「ミッシングリンク」：合成燃料への水素添加がパリ目標達成に役立つ理由  22 

2.9 電解槽の資本費 

必要規模での水素製造に充分な大きさの電解槽には、それ相応の資本的支出が不可欠である

。そのため電解槽の資本的支出もまた、水素製造コストを考える際に重要な要因の1つである
。しかし、これは既に紹介した他の3つのコストドライバーほど決定的なものではなく、設備
利用率が高いほどその重要性は下がる。 

図 6. 電解槽の資本的支出と水素製造コストの関係 

 
 
図

6は、電解槽の資本的支出が水素製造全般にかかるコストに少ないながらも計測可能な影響を

及ぼすことを表している。設備利用率が高い場合、低コスト（250＄/kW）と高コスト（750
＄/kW）の間の差額は約0.20＄/kgとなる。設備利用率が低い場合、その差額は0.50＄～0.90＄
/kgまで広がる。この差額は微々たるものに見えるかもしれないが、非常に安価な水素を製造
することが目標である場合、数十セントの差が最終的に小規模の製造になるのか国際的に競

合し得る大規模な製造になるかの差につながる。 
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2.10 エネルギー技術毎の水素製造コスト 

上記の図は、水素製造全体のコストにおける各要因の関係性を示している。では、既存のエ

ネルギー技術のポートフォリオに当てはめるとどうなるであろうか。種々の再生可能エネル

ギー技術の設備利用率は立地によって異なるため、これらの数値には幅があることを考慮す

ることが重要である。  

図 7. エネルギー技術毎の現在の水素製造コスト  

 
 
上記図

7では、太陽光発電の資本的支出は最大設備利用率27％の場合、1,095＄/kWとなっている。つ
まり、ほぼ最適の立地は、暑い砂漠地帯であることを意味する。低コストの電解槽（資本的

支出500＄/kW）を用い、64%の効率（低温電気分解）だとしても太陽光発電による水素製造
の最良コストは4.28＄/kgにしかならない。26 
もし立地条件がさらに悪ければ（例：ドイツや英国のような設備利用率10～15％の場所）、
製造コストは急激に増加する。 
図 7 
ではまた、設置費用が1,555＄/kWで設備利用率が30％～50％の範囲にある陸上風力発電も加
えている（このコストもまた米国立再生可能エネルギー研究所が発表している2019年の陸上
風力発電実用規模中間ケースを使って計算している）。陸上風力由来の水素製造の実現可能

な最低コストもまた3＄/kg弱にしかならない（ここでも電解槽の効率は64%と仮定）。最適
条件よりも低い条件下（設備利用率35％以下）では、コストは4＄/kg以上に増加する。洋上

 
26  National Renewable Energy Laboratory. “Annual Technology Baseline (ATB) Data.” NREL ATB, 2019. 
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風力発電の設備利用率はこれよりも高いが、資本的支出も高くなるため、水素製造の実現可

能な最低コストは3.50＄/kgとなる。27  
図

7ではさらに、クリーンな熱エネルギーを利用した水素製造コストも示している。2019年に
計算された高温電気分解の異なる資本費を2つ表している。EUや米国が建設したような高コ
ストの新設プラントでは最も高い設備利用率においても水素を4＄/kg以下で製造することは
できない。中国やその他のアジア市場などのように低コストの新設プラントを用いれば2＄/k
gに近いコストで水素を製造することが可能で、種々の技術の中で短期的に見て最も安価な選
択肢であることがわかる。  
しかしながら、水素への移行によって世界の炭素排出を削減するには、現在の価格帯のまま

ではこれらの選択肢はどれも高すぎる。次頁の図

8が示すように、英国のケースでは特にそうである。太陽光発電を利用して製造された水素は
、英国では非常に経済性の低い選択肢である。これは、緯度が比較的高く、曇天の多い国で

設備利用率も非常に低いためだ。 

図 8. 英国におけるエネルギー技術毎の現在の水素製造コスト 

 

2.11  クリーン水素の目標価格 

水素社会への移行を開始するために、化石燃料と競合し得るクリーン水素の目標価格はどの

くらいであろうか。この価格は動く標的のようなものである。なぜならば、まず真っ先に原

油価格の影響を受けるためである。原油価格が比較的高いとき、アンモニア製造のための原

 
27  Ibid. 
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料としての水素価格の基準は1.50＄/kgと計算した。この価格であれば水素を基本とした代替
液体燃料への移行を開始し維持するには十分であろう。  
水素製造コストが1.50＄/kgであれば、アンモニア価格は15＄/GJ又は90＄/bblの最終的な石油
製品価格（商品市場の原油価格とは異なる）と競合可能となる。精製過程で約15～20＄/bbl
値上がりすると仮定すると、70～75＄/bblの原油価格に相当する。もし、原油価格がはるか
に低い30＄/bblである場合、同じ精製過程での値上がり幅があると仮定すると、精製された
商品の販売価格は45～50＄/bbl、又は7.50～8.25＄/GJとなる。この最終製品価格であれば、直
接利用される水素は1～1.15＄、アンモニア製造の原料としては0.90＄/kg以下で競合可能とな
る。 
したがって、0.90＄/kgの水素は、安価な原油の時代に競合可能な基準であると言える。その
一方、もし原油がより高ければ、水素も1.50＄/kgで十分である。これらの価格は水素社会へ
の移行のための原油価格の「ガードレール」を表しており、次頁図

9にそれを示した。しかしながら、気候変動緩和政策に伴い石油が社会においてその利便性を
失うと、その価格は供給過多により下落すると考えられる。そのため、水素社会への移行の

ための骨折り仕事が通常の市場条件下における高い石油価格に支えられると考えるのは危険

な賭けである。 
こうしたことから、我々は超安価な水素価格として0.90＄/kgがより堅実な目標である考えて
いる。この価格であれば、液体炭化水素燃料の代替を今後数十年で加速させ、高止まりし続

ける炭素価格といった政治動向に左右されることもない。留意すべきは、水素製造コストは0
.50＄/kgという低価でなければ、原油価格10～15＄/bblに対抗することはできない。 
1970年代、次いで2000年代に水素社会の始まりを予見したこれまでのハイプサイクルは、化
石燃料からの移行を牽引するには水素価格が高すぎたことから、期待外れに終わった。当時

の失敗を繰り返さないためには、2050年ではなく正に今、0.90＄/kgの水素価格が必要である
。 



 

生存可能な気候保全のための「ミッシングリンク」：合成燃料への水素添加がパリ目標達成に役立つ理由  26 

図 9. 水素社会の「ガードレール」となる石油価格（水素価格 0.50～1.50＄/kg） 

 
 
上記図

9は、合成燃料製造の原価の動きを表している。この図では、製品コストが水素コストの関数
であることが示されている。また、この分析には0.50＄/kgから2.50＄/kgまでの水素価格を用
いた。 
合成燃料は、特に水素価格が下がった場合に、石油と競合できる。図9では、合成燃料に関し
2つのはっきり異なった経路を考慮した。そのどちらも化石燃料と競合し得るが、炭化水素経
路とアンモニア経路という違いがある。28 29 
どちらも魅力的な合成燃料である。図9は、アンモニアと合成炭化水素の経済面での違いを如
実に表している。特筆すべきは、合成燃料には2種類のグラフがあるのに対し、アンモニアに
関しては1種類しかグラフが無いことである。合成炭化水素の生産には炭素が原料として使用
されるため、2本の線はCO2コストの違い（50＄/tと100＄/t）に対応している。炭素源や二酸
化炭素源に関係なく重要となるのは、考慮すべき原料価格が存在し、CO2市場が存在すると

いうことである。 
図

10に示した通り、世界の一部の国は既に1＄/kg近い価格で水素製造が可能な従来型熱源（資
本的支出を既に取り戻している償却済み加圧水型原子炉を用いた高温電気分解をベースとし

たもの）を充分な安価で供給している。中国や韓国といったこうした国は、産業力が高く、

化学工場の規模を拡大する経験も豊富である。十分なグリッド電力がその他の炭素フリーの

発電源からも供給されると仮定した場合、こうした国々は近い将来、既存の発電所で生産さ

 
28  Dominion Engineering. “HTSE Plant Cost Model for the INL HTSE Optimization Study. R-6928-00-01, Revision 1,” 2013. 
29  Idaho National Laboratories. “Nuclear-Integrated Ammonia Production Analysis. Technical Evaluation Study. Project No. 23843. 

Document ID: TEV-666. Revision 2,” 2010. 
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れた水素ベースのクリーンな燃料の大規模な輸出市場を開拓することが可能である。しかし

ながら、風力や太陽光を利用した水素は3＄/kg以上というのが現状である。 
2030年を見据え、米国立再生可能エネルギー研究所のコスト試算を用いると、風力発電と太
陽光発電によって2～3＄/kgの水素が製造できるようになるのは、良くても10年後である。こ
れは著しい進歩であると言えるが、高額な炭素税や炭素回収貯留技術（CCS）が無い中、「
グレー」水素と競合するには、この価格では高すぎる。クリーンな熱源から製造された水素

のみが、化石燃料とほぼ同等の価格を実現できると期待されている。規格化された次世代型

のモジュール炉を用いれば、最良の場合1＄/kg以下で水素を製造することができる（このシ
ナリオの詳細については後述する）。 

図 10. 現在と 2030年の世界におけるエネルギー技術毎の水素製造コスト 

 
出典：明記していない限り、太陽光発電と風力発電の運営費、資本的支出、設備利用率は、米国立再生可能エネルギー研究所（NREL）の Annual Technology Baseline
（ATB）のデータを元にした。原子力発電のコストと設備利用率は“The ETI Nuclear Cost Drivers Project: Full Technical Report,” (by LucidCatalyst) September 2020, 
とNREL ATBのデータを元にした。電解槽に関するデータは、McKinsey、Bloomberg New Energy Finance、 IEA、NREL、Idaho National Laboratoryのものを元にして
いる。より詳細な出典に関しては付録Aを参照。  
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エネルギー資産の将来的な価格を予測することに誤差が生じることは避けられず、これまで

試算されてきた再生可能資源の価格（特に太陽光発電）は過度に悲観的であった。しかしな

がら前頁図 10の数値は、エネルギー予測の専門家たちが現時点で合意しているものである。 
英国での太陽光発電利用は設備利用率が低いため、安価な水素のための現実的な選択肢たり

得ない一方で、暑い砂漠地帯での太陽光発電の規模拡大を目指して現在行われている努力に

関して、我々は期待している。そこでなら、電力市場とはかけ離れた強い日差しという「座

礁資産」は、水素製造を大規模な産業施設にとって魅力的な選択肢に変えることができるか

も知れない。これは特に、石油に頼った経済からの移行を望んでいる湾岸諸国に当てはまる

だろう。こうした国々では既に輸出モデルとして世界のエネルギー市場への供給へと舵を向

けている。石油に依存している中東の国の中には、人があまり住んでいない広大な砂漠地帯

を有し、その近くには沿岸部もあり（これは脱塩水源となる）、1年の大半を通じて太陽光資
源に恵まれている国もある。こうした地域では、大規模太陽光発電施設が意味する広大な土

地購入は比較的低い環境コストで実現されるかも知れず、砂漠地帯の利用に関する競争も少

ないため政治的にも容認されやすいかも知れない。もし、超安価な太陽光発電によって超安

価な水素を製造することが可能になれば、このエネルギー源は急激に成長し、水素社会への

移行においても重要な役割を担うことになるだろう。 
我々の観点では、気候変動緩和に関する言説は「ゼロか百か」というイデオロギー的に動機

づけられたアプローチから離れる必要がある。コストとリスクを最小限に抑える道筋を実現

し得るのはおそらく、多種多様なエネルギー技術を組み合わせた場合のみであろう。しかし

ながら、それに必要とされる規模（数万～数十万㎢規模の太陽光発電所及び、それよりもさ

らに大規模な洋上風力発電施設）を考えると、再生可能エネルギーだけでは液体燃料市場の

ほんの一部分も急速に代替することは不可能である。これは、必要期間における物理的制約

（物質フローや土地の制約）とコストに関する制約があるためである。水素生成においてク

リーンな先進型熱源がエネルギー源の多くを（我々の考えでは、むしろその大部分を）担う

道筋の方が、安価かつ迅速で、環境コストも低く、政治的リスクも少なくて済むだろう。 
我々は、新たな製造ベースのデリバリーモデルを持つ次世代の先進型モジュール炉（以降、

先進型熱源と言う）は、1.10＄kgで大量に水素を製造することができ、さらに2030年までに
目標価格0.90＄/kgまで大幅にコスト削減できると考えている。短期的には新型モジュール炉
が考えられるが、長期的には先進型熱源には核融合炉や高温地熱も含まれることになると考

えられる。こうした他の先進型熱源は、本報告書で説明する製造施設の構造に付け加えるモ

ジュールとして設計することができる。 
次頁図

11で示すように、2050年までには大量生産された高温の先進型熱源が利用可能な選択肢の中
で最も安価なものになるだろうと予測する。と言うのも、最適な風力発電や太陽光発電を利

用したとしても、再生可能エネルギーでの水素製造では目標価格0.90＄/kgを上回るからであ
る。再生可能エネルギー源のコスト予測値はNRELに基づくもので、BNEFが発表している別
の予測値ともほぼ合致する。BNEFは、強固な政治的支援策と高い炭素価格をもってすれば
、世界の最適な再生可能エネルギー源を利用した水素製造コストは2050年までに0.70＄～1.60
＄/kgまで下がると試算している。30 

 
30 Bloomberg NEF. “Hydrogen Economy Outlook—Will Hydrogen be the Molecule to Power the Clean Economy?” 2020. 
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つまり、再生可能エネルギー由来の水素は、30年で化石燃料と同等の価格になる。現在から
その頃までに累積される排出が引き起こす温室効果を考慮すれば、これでは遅すぎる。1.5か
ら2℃の道筋に立ち戻るためには、炭素排出実質ゼロへの移行を2050年に開始するのではな
く、今すぐに開始し、2050年までに完了しなければならない。 
おそらく最も賢明なアプローチは、水素社会への移行という「骨折り仕事」を、先進型熱源

が脱炭素化の難しいセクターに対処しながら行う一方で、再生可能エネルギーがより直接的

に電力供給の迅速な脱炭素化を担うというものだろう。本報告書ではこれ以降、このアプロ

ーチの成功に向けた提案を述べる。我々の考えでは、利用可能な既存の技術を考慮すれば、

クリーンで安価な水素の大幅な貢献がある場合にのみ、気候崩壊を避けるのに必要な炭素排

出実質ゼロを期限内に実現することができる。  

図 11. 2050年におけるエネルギー技術別の水素製造予測コスト 

 
出典：明記していない限り、太陽光発電と風力発電の運営費、資本的支出、設備利用率は、米国立再生可能エネルギー研究所（NREL）の Annual Technology Baseline
（ATB）のデータを元にした。原子力発電のコストと設備利用率は“The ETI Nuclear Cost Drivers Project: Full Technical Report,” (by LucidCatalyst) September 2020, 
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とNREL ATBのデータを元にした。電解槽に関するデータは、McKinsey、Bloomberg New Energy Finance、 IEA、NREL、Idaho National Laboratoryのものを元にして
いる。より詳細な出典に関しては付録Aを参照。 
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2.12  クリーンな熱源を利用した水素製造コスト 

先に紹介した明白な事実は、クリーンな熱源を利用した水素は、その他のクリーンな製造方

法よりも大規模かつ競争力のある価格で製造できることを示唆している。しかしながら、こ

の目標達成を現実的なものにするためには、コストをさらに削減する必要がある。低コスト

の大規模な水素製造を可能にするためには、先進型熱源のデリバリーモデルを根本的に変革

し、資本的支出（供給される熱や電気）を1,800＄/kWe以下に抑えなければならない。そして
、欧州や北米における運用コストも60％以上削減しなければならない（図7参照）。さらに供
給施設の建設プロジェクトのデリバリー方式に関連した財務リスクも今以上に減らす必要が

ある。31 
これは、より迅速かつ低コスト、そしてよりシンプルで効率化された作業でプロジェクトを

構築することを意味する。製造、供給、認可、そして運用に係る新たなモデルを用いてこれ

を実現するのに根本的には障壁はない。はっきり言って、これは従来の建設モデルとの決定

的な決別である。上述した通り、物理的には可能である。そのため、今必要なのはデリバリ

ーモデルの変革に注力することである。 
図10に示した通り、2030年までに実現可能とされている水素の最低コストに到達するには、
造船所又は工場施設での一貫生産アプローチに移行する必要がある。これがどのように行わ

れるかの正確なモデルを以下に説明する。2030年以降は、革新的なデリバリーモデル及び展
開モデルを次世代型高温先進型熱源と複合することで、2050年までに完全な脱炭素化を達成
するための必要期間内にコストを充分に下げる効果があると我々は予測している。本報告書

では、脱炭素化への道筋の概要を後述している。  

2.13  電解槽のコストと性能予測 

下の表 2は、このセクションで以前述べた水素製造コストに係る電解槽の予測を示している。 

表 2. 電解槽のコストと性能予測 

  2019 2030 2050 

低温電解槽の効率 (LHV) 64% (a) 69% (a) 74% (a) 

高温電解槽の効率(LHV) 95% (b) 95% (b)  95% (b) 

電解槽の資本的支出 ($/kW) $750 (c) $400 (d) $250 (c) 

 
31 OECD-NEA. “Unlocking Reductions in the Construction Costs of Nuclear: A Practical Guide for Stakeholders,” 2020 
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Sources 
(a) IEA (2019). The Future of Hydrogen. Assumptions Annex. Page 3.  
(b) Idaho National Laboratory (2019). Evaluation of Non-electric Market Options for a Light-water Reactor in the Midwest. August 2019. US DOE, Office of Nuclear 
Energy.   
(c) Hydrogen Council (2020). Path to hydrogen competitiveness: A cost perspective. Jan. 20, 2020. Exhibit 14.  
(d) この数値が我々が内挿したものである。2030年の電解槽の資本的支出について、IEAの『Future of 
Hydrogen』は700＄/kWになると予想しており、ブルームバーグNEFは135$/kWになる 
と予想している。この数値両方を外れ値とみなし、ここではその平均値を用いた。これは、今日から2030年までに電解槽の大規模な展開が行われると仮定
しているマッキンゼーの予測に近い。 
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3 水素製造のための次世代先進型熱源 

クリーンな水素は、我々が設定した 0.90＄/kg以下というベンチマーク目標ま
でコストが下がらなければ、ニッチな製品のままだろう。再生可能エネルギー

に関しては、この価格低下は、たとえ達成できるとしても、今世紀半ばのかな

り前だとは期待できない。今日のように価格が高いままであれば、従来の熱源

でも競合不可能である。気候を安定化するのに必要な期間でこの移行を達成す

るには、展開プロセスの各工程を変える必要がある。低コストの水素製造を達

成するには、本章で説明するような新世代の先進型熱源が必要である。 

3.1 先進型熱源を利用した低コストの水素 

急激かつ短期的なコスト削減の実現は、「現場施工」中心の在来工法による建設プロジェク

トから工場生産のモジュール式高生産性製造モデルへと移行した場合のみ可能である。本章

では、2つの生産設備について紹介する：即ち、(1)ギガファクトリーと(2)今日のきわめて大
規模な石油・ガス産業設備の1つである浮体式生産貯蔵積出設備（FPSO）を基に造船所で建
造する海洋生産プラットフォームである。 
従来の建設方式から生産性の高い造船所での製造設備建造へと移行することは、クリーンな

水素や合成燃料の製造コストを劇的に削減するだろう。造船所における既存の生産方式は、

目的に合わせて設計された水素製造設備を建造する高い能力を既に有しており、下記に詳し

く述べる通り、増加する需要に対応するために改良することも、拡大することもできる。 
上述した設計モデルはどちらも、必要ハードウェアを世界規模で展開するための潜在的な道

筋を提供してくれる。このことは、エネルギー産業の観点から言えば今日の産業・ビジネス

・技術モデルであり、製造・設計の高度な標準化がほとんどなされていない「現地建設で1度
に1プラントずつというアプローチ」との決定的な決別を意味する。しかしながら、提案され
るビジネスモデル（大規模で中央化され、効率的な施工体制と管理を可能にする世界市場に

向けたモデル）は、真新しいものではなく、他のセクターでも広く実証されてきたものであ

る。例えば、現在の石油・ガス産業は全くこの通りのビジネスモデルを有している。 

3.2 ギガファクトリー 

ギガファクトリーは高生産性の専用製造施設で、高温熱源と関連設備はその施設内で製造・

設置される。水素製造施設も同様に、その場で製造・設置・引き渡され、運用される。ギガ

ファクトリーで製造した水素は、国内の既存のガスインフラ設備に直接供給するか、アンモ

ニアへの変換といったその他の利用法に用いることが可能である。 
複数設置される先進型熱源は、600MWt（熱出力メガワット）の小型モジュール炉で、熱化
学的水素製造工場で利用する溶融塩熱供給網に熱を送る熱交換器が付属している。製造施設
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には鉄道や港へのアクセスも建設されることがあり、プラントが完成した後に施設内で使用

されなくなった高価値の構成要素を製造プラントから「輸出」することも可能である。  
こうした水素製造用ギガファクトリーは、沿岸部の大規模な既存石油・ガス精製所のような

精製所規模のブラウンフィールドを利用し、ガスグリッドへの接続ポイントを多数備えて建

設することが可能である。これにより、散在する複数の水素製造施設を主要ガスグリッドへ

と接続する手間が省ける。さらに、アンモニア生産施設や水素を原料として使用するその他

の合成燃料転換プラントを同じ敷地内に建設すれば、低コストの電力及び水素の有効利用を

図ることができ有益である。 

図 12. 建設中の水素製造用ギガファクトリーの完成予想図 

Artwork by Simon Clements          © LucidCatalyst 
 

ギガファクトリーは、クリーンな発電所建設のプロジェクトデリバリーを21世紀に招き入れ
る。施設全体が製造と組立てを目的として綿密に設計されているので、製造・組立て・設置

プロセスのための生産性の高い自動化工場に準じた生産システムを可能にする。この簡素化

された（構成要素の少ない）無駄のない設計により、人件費を最小限に抑え、迅速で高品質

のモジュール建設技術を取り入れることができる。 
高品質の標準化された工程は、規制監督にとって模範的環境を提供する。規制官は同じ工場

、同じ作業チーム、同じ工程が継続的に稼働している様子を確認することになるため、認可

も効率的に行うことができ、規制に係るコストも時が経つにつれて減少する結果となる。先

進型原子炉の構成要素と並行してエネルギー変換装置もオンサイトで製造することができる

。そのため、工期の遅れはわずかで、建設過程で蓄積することもない。 
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垂直統合された施設は、画一化された多数のユニットを建設することで規模の経済を可能に

し、着工準備費（そして安全基準要綱の作成といったその他の一回限りのコスト）は何十台

もの機器に分散される。そして最後に、垂直統合は主要構成要素の輸送費や輸送時に発生す

る遅延を排除するだけでなく、検査費も削減する。プロジェクト完了が近づくにつれ、先進

型熱源装置を施設外の追加プロジェクトに向けて鉄道や船舶で輸送することも可能である。 
陸上ギガファクトリーは水素を直接ガスグリッドに供給し、消費者向けの既存の国内ガス利

用の脱炭素化を促進することができる。また、この水素を貯蔵することも可能である。岩塩

空洞のような貯蔵施設は、需要ピーク時にも供給が行える十分な備蓄を保証する。  

図 13. 建設中の水素製造用ギガファクトリーの別視点から見た完成予想図 

Artwork by Simon Clements                                              © LucidCatalyst 
 
左端には、先進型熱源製造・組立て施設（大型の建物）とプレキャスト施設（小型の建物）がある。敷地左にあるのは原子炉製造施設で、施設中央には稼働中の原子炉（青

色のハッチ）が付属の熱交換「ポッド」（緑色のハッチ）と並んで埋められている。水素製造設備は右端に位置している。  

 
こうした設備構成で製造される水素は自国内に存在し、海外からの燃料供給への依存に関連

した地政学的なリスクの影響を受けないものでなければならない。これにより、国家のエネ

ルギー安全保障が強化される。岩塩空洞を利用した水素貯蔵は、非常に低コストで、欧州や

北米の北部の暖房市場の大きな季節的変動に対応した安定した生産を最終的には可能にする

だろう。例えば、英国の典型的な1年を通じた天然ガス供給網経由のエネルギー供給は、その
大部分が暖房利用されており、電力グリッドによる供給量の2倍を占める。 
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大規模な具体例を示すと、熱出力がそれぞれ600MWtの小型炉36基を備えたギガファクトリ
ーは、計21.6GWtの熱出力を有することになる。もしその熱エネルギーの約45％を水素製造
に利用すれば、（設備利用率最大90％を想定した場合）年間最大76,632GWhの水素が生産で
きる。英国の気候変動委員会が発表した「ネットゼロ」シナリオが提言している700TWHの
供給量を実現するには、こうしたギガファクトリーが約10箇所必要である。32 
閉鎖された精製所のようなブラウンフィールド（未利用工業用地）が英国には既に十分存在

しており、グリーンフィールドの必要は一切なく、この規模の施設を受け入れることができ

る。こうしたギガファクトリーはまた、高賃金の雇用も生み出す。かなり大きな国内投資事

業の立地地域となるべく地方自治体間で競争も生まれるだろう。 
  

 
32 気候変動委員会によれば、ネットゼロ目標達成には少なくとも毎年 700TWHの水素が必要となる： Committee on Climate Change. “Hydrogen 

in a Low-Carbon Economy,” November 22, 2018. 
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3.3 造船所建造の海洋エネルギー生産プラットフォーム 

1970年代から、造船所は全ての産業分野において、特に大規模な製造に関して、最も生産性
の高い製造環境へと発展した。何十年にも渡る激しい競争と船舶の需要が高まったことによ

り、海洋プラットフォームと洋上生産施設は、世界の大手民間造船所において、世界クラス

の設計機能・製造・品質保証プログラムを発展させた。造船企業とその経営者たちの目的は

、高品質でコスト競争力の高い生産プラットフォームを予定通りに大量に建設するニーズと

理想的にマッチしている。 
高い技術力を持った大規模な造船企業は、合成燃料生産プラットフォームを建造するのに適

している。いくつかの研究が既に、造船所の製造インフラの規模は、今日造船所で発電プラ

ントを丸ごと建設し、出来上がった製品を最終立地まで浮かべて運搬することが可能である

と結論付けている。最終立地は沿岸部の陸上であることも、洋上であることもある。 
 
洋上風力発電所から学ぶべきこと 

洋上風力発電産業は持続的な価格減少により、予想を覆してきた。例えば英国で 2025年に完成する予定である洋
上風力発電所の電力価格は 1MWh当たり 39.50￡（2019年の相場では最大 46.50￡）である。これは 5年間でコ
ストが半減することを表しており、イノベーションや協力、そして推進活動の力強さを表している。基礎や高圧線、電

気システム、沖合へのアクセス、そして測風といった鍵となる分野に係るコスト削減を特定し実証することで、洋上風

力部門はコストやデリバリーの全体的効率を改善してきた。 

英国が目標とする規模（2035年までに 30GW）を達成するためには、洋上風力の配備は現在の水準よりも大幅に
増加する必要がある。言い換えるならば、一日当たり 2基の割合でタービンを設置し、出力密度を高める必要があ
る。 

洋上風力発電セクターの変革にとって鍵となった要素の 1つに、モジュール式かつ工場組立ての大量生産ユニット
への移行がある。特注品とは異なり、製造して建設地への輸送・設置ができるため、納期の短縮と直接費及び資金

調達費を削減することにつながった。技術的なイノベーションは新製品の短期間での加速度的な商業化への注力と

組み合わされてきた。 

 
造船所での建造の主要な利点は高い生産性によるもので、これはコスト削減と迅速なプロジ

ェクト遂行という結果につながる。造船所の生産性は世界でもトップレベルにある。人件費

は最終組立て・納入コストのたった10～15%を占めるにすぎない。対照的に、従来型の建設
は、最高クラスのものでも人件費がコスト全体の35%を占める。韓国や日本における生産性
が最も高い造船所は、長年に渡り生産性を毎年10～15％改善することに成功してきた。 
この高い生産性は、例えばイノベーションによって実現されたものである：造船所は、設計

や建設工程においても第1級のイノベーターであり、最新の3Dデザイン・シミュレーション
ツールを採用し、製造・監督作業のロボット化・自動化といった先駆的なコスト削減技術を

取り入れてきた。 
また、造船所は熟練労働者を最大限活用することができる。いかなるプロジェクトにおいて

も一時的にしか現場で働くことのない建設労働者とは異なり、造船所の従業員は地元住民で

あることが多く、造船所での仕事を長期的なキャリアとして捉えている。これにより、掘り

下げた技能開発に対する強い協力関係や日々遂行される生産工程において築かれた品質重視

の文化が提供されている。最大規模の造船所は25,000人かそれ以上を雇用し、幅広いクロス
トレーニングや技能取得の支援も行っている。 
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造船所は、供給品・ツール・支援システム・運送システムに対する大規模な投資を行ってい

る。こうした投資が組み合わさって、最も効率的に組織された建設現場と比較しても、きわ

めて効率的かつ生産性の高い作業環境を提供している。さらに、原子力や航空宇宙産業にも

引けを取らない厳重な品質管理及び品質保証プログラムの開発・維持・遵守も行っている。

こうしたプログラムは、液化天然ガスやその他の化学製品のような揮発性商品の安全な輸送

を確保するため、国内・国際規格を満たすものでなければならない。造船所は部品の追跡と

その状態管理を綿密に行うために、施設全体及びより広範囲のサプライチェーン全体を通し

てバーコード、及び/又はRFID（Radio Frequency Identification）タグを活用している。 
 
模範例：ペトロナス社PFNLG（Floating LNG：浮体式天然ガス液化設備） 
本報告書が想定する生産プラットフォームは、ペトロナス社のPFNLG 
Duaの船体の物理的寸法（全長393m、幅64m）やこの数十年間に設計されてきたその他多
数の浮体式洋上プラントに基づいている。船体は乾燥重量が15,2000トンで150人の乗組員
を受け入れ可能な船室を有し、1.2GWe分の先進型熱源を備えた発電システムを積載する
のに十分な面積を有している。これらは、液体製品の貯蔵庫と共に、デッキの下に設置

される。加工に関する設備はすべてデッキ上に設置される。船舶をつなぎとめるために

使用されるタレットムアリング設備は、ペトロナス社のPFNLGで使われているものより
も安価で単純なもので済む。と言うのも、この施設には海中のガス生産設備への複数の

パイプライン接続も不要だからである。それぞれの生産プラットフォームは沿岸付近の

浚渫された港に設置したり、洋上に係留したりすることが可能である。 

3.4 水素及びアンモニア生産プラットフォーム 

高温熱（>500℃）が利用できることにより、さらに他の水素製造アプローチを採用すること
も可能である。実験により多くのの熱化学プロセスが明らかにされてきたが、今のところ商

業化されたものは1つもない。そのため、これは将来的な水素製造システムの選択肢の1つで
しかないが、下記に述べる生産プラットフォームシナリオでは高温電気分解を仮定している

。水素生成における高温電解プロセスの設計に関して参照したのは、2013年にDominion 
Engineeringが行った工学研究である。33 高温電気分解の商業展開は始まったばかりである。34 
アンモニア製造の注目すべき特徴の1つは、プロセスを通じて主に消費されるエネルギーが電
気であるということである。このプロセスでは、水の電気分解により電気を利用して水素を

生成し、電動の深冷空気分離装置を使い電気を利用して空気から窒素を抽出する。主に電気

を消費するのは水素製造である。空気分離装置とハーバー・ボッシュ合成装置の電気消費は

比較的少ない。参考までに、世界規模のプラントでは一日当たり最大3,700トンのアンモニア
を生産し、一日当たり最大670トンの水素を消費する。こうしたプラントでは、電力の93％を
水素製造用電解槽が消費している。  
生産プラットフォームは、適切な多様性を備えた市場に近い生産地に係留されると、アンモ

ニアの生産を開始する。生産されたアンモニアは冷却され、液体の状態で貯蔵され、船舶や

 
33  Dominion Engineering. “HTSE Plant Cost Model for the INL HTSE Optimization Study,” R-6928-00-01, Revision 1. March 2013. DEI-1156 

Rev. 1. 
34  Sunfire. (2020), “GrlnHy2.0: Sunfire delivers the world's largest high-temperature electrolyzer to Salzgitter Flachstahl”, August 25, 2020.  
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その他の利用者へ供給するために小型のバンカー船に積載される。次頁図

14にはアンモニアの積載を待つバンカー船の画像で、デッキ上の生産・加工設備にも焦点を
当てている。 

図 14. 生産プラットフォームからアンモニアを積載しているバンカー船の完成予想図 
Artwork by Simon Clements                                                                                                                                                                                   © LucidCatalyst 
画像は一定の縮尺で作成されており、2隻の船舶の大きさの違いが確認できる 

3.5  生産プラットフォームの熱源 

生産プラットフォーム1箇所当たりの定格出力が1200MWeであれば、1.2mptaの生産が可能で
あり、またプラットフォーム上に積載されている他の設備への電力供給も可能である。ペト

ロナス社のPFLNG 
Duaを参考にすると、熱源モジュールと発電モジュールは2,730MWtの熱供給ができる規模で
設計されており、この大型生産プラットフォームは、物理的に1,200MWeを供給できる。下
の表3はアンモニア生産プラットフォームのより詳細な技術仕様を示している。 

表 3.  アンモニア生産プラットフォームの生産量と物理的仕様 

アンモニア生産の潜在性 
熱容量 (MWt)  2,600 
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電気容量 (MWe)  1,164 

年間水素製造容量(tonnes)  217,030 

年間アンモニア製造容量(tonnes)  1,203,336 

1日あたりのアンモニア製造容量 (BOE/day)  12,160 

施設仕様 
プラットフォーム規模（PFLNG Duaと同等) L: 393 m W: 64 m 

寿命（年）  30 

排水量（tonnes）  152,000 

3.6 生産プラットフォームの熱源に係るコスト 

どの熱源技術を利用するかに関して我々は中立の立場を取っているが、本報告書で紹介する

コスト試算はインドネシア政府が現在建設を検討中で引渡し済みの溶融塩原子炉に関する見

積価格を参考にしている。この原子炉は、完全なモジュール式の造船所シナリオに従った先

進型熱源技術の代表例と見なすことができる。こうした高温原子炉は（従来の軽水炉が330
℃で稼働するのに対し、700℃以上で稼働）、電気分解の効率を上げ、原子炉の物理的構成
及び工学設計上の特色として受動的安全性も確保されている。35  
1GWのプラントの予想コストは、（その大部分は韓国の造船会社大宇造船海洋が発表した見
積もり価格によっても確認されている通り）約10億＄である。。即ち資本的支出は1000＄/k
Wに等しく、平準化コスト2.4cents/kWhで発電することになる（設備利用率最大90％を想定し
た場合）。高温電解を利用してアンモニアを生産すると同時に、この低コスト電力は下記で

説明する通り沿岸部市場に直接供給することもできる。 

3.7 生産プラットフォームの水素製造コスト 

上記コスト試算の経済的要素を調整すると水素製造コストは1.11＄/kgとなる。これは、石油
価格が廉価又は高価な場合でも石油を代替するために競合可能な価格であり、大規模展開に

伴うさらなるコスト削減を考えれば、我々が大規模な水素製造への移行の目標としている0.9
0＄/kgの価格も射程に入っている。 

3.8  多品種生産プラットフォーム 

熱源を海洋上の生産プラットフォームに設置することには多くの利点がある。立ち入り禁止

区域内には誰も住んでいないため、土地利用に係る問題や紛争を避けることができ、さらに

、原子炉が冷却材（すなわち海水）に囲まれていることから安全面での懸念も軽減される。

 
35 先進型溶融塩モジュール炉についての詳細な説明については ThorConpower.com のものを参照. The ThorCon Team. “ThorCon: The Do-Able 

Molten Salt Reactor.” Stevenson, WA, January 19, 2018. 
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生産プラットフォームは浮体式の構造物に守られており、他の船舶が500m圏内に接近するこ
とを妨げる。熱源は、航空機の衝突や津波、その他の災害に耐えうるよう設計されている。 
生産プラットフォームは電気・アンモニア・脱塩水を種々の量で併産できるよう再設計する

ことも可能である。このポリジェネレーション生産施設は、アフリカや東南アジアといった

あらゆる製品に関する大きな需要が満たされていない地域の沿岸都市の沖合に係留するよう

設計される。生産プラットフォームは、パイプラインを経由して沿岸部にアンモニアや脱塩

水といった製品を供給し、電力に関しては海底ケーブルを利用して供給を行う。考えとして

は、大規模な沿岸都市に対し生産プラットフォームが複数の価値ある製品を直接供給すると

いうもので、これらの都市は中心部に位置することはないであろう3つの別々の大規模インフ
ラストラクチャ建設プロジェクトに投資する必要はなくなる。―生産プラットフォームのコ
ストは大規模な燃料精製所・発電所・脱塩プラントを別々に建設するよりもかなり安くなる

に違いない。ベースロード需要向けの脱塩（海水淡水化）プロセスは、生産プラットフォー

ムから継続的に供給される廃熱を利用することができる。 
この生産プラットフォームモデルは沿岸都市（例：ラゴス、ドバイ、コルカタ、ジャカルタ

等）の電力供給や、乾燥地域で急成長中の都市への清潔な飲料水供給を支えることになるだ

ろう。と言うのも、こうした地域では特に気候変動の最も厳しい影響は干ばつになると予想

されているからである。この電気・水供給源は、干ばつの影響を受ける地域では、水力発電

よりも信頼できるものになると期待でき、熱帯及び亜熱帯地域で年々増加している酷暑対策

としての冷却法をもたらす助けにもなるだろう。発電出力を必要に応じて電力生産や燃料生

産に切り替えて利用できるよう生産プラットフォームを設計することも可能で、これにより

プラットフォームに太陽光発電との相補性を持たせることができる。  



 

生存可能な気候保全のための「ミッシングリンク」：合成燃料への水素添加がパリ目標達成に役立つ理由  42 

図 15. 沿岸付近に係留された水素・電力・アンモニア・脱塩水生産プラットフォーム 

Artwork by Simon Clements                                                                                                                                                                                      © LucidCatalyst 
製品を沿岸へと供給するパイプライン及び海底ケーブルは描かれていない。背景には養魚場と風力タービンがある. 

 
洋上立地は顧客が生産プラットフォームと比較的短期間の契約を結ぶことが可能であること

も意味している。顧客は、陸上の発電所の場合のように、投資を100年単位のコミットメント
として捉える必要はない。その代わり生産プラットフォームの顧客は、所定の電気料金に固

定された「電力購入契約（PPA）」に基づいた更新可能な標準売買契約を結ぶことができる
。 
プラットフォームはアンモニア製造と電力販売の間で切り替え可能なため、再生可能エネル

ギー（例：洋上風力、地上太陽光）の補完にも柔軟に対応でき、発展途上国が十分な量の再

生可能エネルギーを利用して脱炭素化及びエネルギーアクセス目標を達成する助けにもなる

。これにより、必要とされることのある貯蔵量も劇的に削減可能で、結果的に規模を拡大し

つつもコストを削減することができる。  

3.9  生産プラットフォームの規制課題  

大型洋上プラットフォームや複雑な発電プラントに関しては、建設・運用・規制・保険に係

る基準が確立されている。今日、世界で稼働中の洋上石油・ガス生産プラットフォームは約6
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,000基、36 原子炉は440基存在する。37 
これらは、法的・規制的・金融的なインフラストラクチャを有した確立された大規模産業で

あり、何十億ドルもの年間投資を支えている。  
海上にある原子炉の規制に関しては確立された前例が、軍用船舶と海上浮揚式発電所のどち

らに関しても既に存在している。後者に関しては、例えばロシアの海上浮揚式原子力発電所

（アカデミック・ロモノソフ号）や中国広核集団（CGN）が建設予定の海上浮揚式原子力発
電所が挙げられる。また、65年以上前から国際的なプロトコルも存在しており、ウラン燃料
の海上輸送は今日まで無事故で行われている。ロイド・レジスター社は世界有数の船級協会

であり、船舶・海上生産プラットフォームの品質保証（規格準拠・検証・開発も含む）に関

して世界で最も権威のある企業の1つであるが、CGNと協同で海上浮揚式原子力発電所に関
する認可基準の国際的な枠組み作成に取り組んできた。本報告書で提案する生産プラットフ

ォームは、立地場所に係留されて始めて燃料を装荷し、稼働中は動き回ることはない。これ

により、規制課題も大幅に緩和される。 
生産プラットフォームのもう1つの利点は、認可と規制を1国で済ませれば良い点である。そ
のため、世界的又は地域的に整合化された規制・認可制度がなくとも、こうした生産プラッ

トフォームは大量にクリーンなエネルギー製品を生産することが可能であり、また複数国へ

の供給も可能である。この種の生産プラットフォームを建設・認可する用意が必要なのは少

数の国に限られるが、クリーンで豊富な燃料の供給は世界中どこでも利用できるかも知れな

い。 
実際には発展途上国でこうした生産プラットフォームを展開するさらなる可能性があるかも

知れない。こうした国々では、従来型の陸上発電所を建設・管理・運転するために必要とさ

れる規制能力・技能・サプライチェーンが不足しているからである。また、今後数十年のエ

ネルギー需要の増加の大半を喚起するのもこれらの国々である。  
 
高温原子炉を利用した水素製造 

日本原子力研究開発機構（JAEA）の高温工学試験研究炉（HTTR）は、ISプロセスによるパイロット試験規模での
連続的な熱化学水素製造の実証に成功した。注：風力発電と太陽光発電では熱が発生しないため、この 2つの発
電方法ではより効率の悪い低温電気分解しか利用できない。 

水素製造用高温ガス炉に関する 275MWe及び 100MWe+の実用化設計に係るコストは、15年以上も HTTRプロ
ジェクトに参加してきたサプライヤーが作成した量産見積もりを基に計算された。これらのサプライヤーは始めに、

30MWtの HTTR建設に参加し、次に実用化に向けた設計及びコスト削減プロセスに参加した。こうした民間のサ
プライヤーは、費用対効果の高い製造を可能にするため自社施設で必要な構成要素を設計し、JAEAチームがこ
うした製造パートナーと共にコスト削減に向け設計を複数回見直した。サプライヤーが作成した量産見積もりによれ

ば、HTTR 4基、総出力 1100MWe（275MWeの HTTR 4基）に係る資本的支出は最大 2,500＄/kWになる。 

開発と実験、サプライヤーとの製造可能な設計のための協働、規制機関との設計・運転に関する見直しという様々

な作業の組み合わせは、現時点で資金調達ができれば約 5年で商業用原型炉の建設と運転が可能になるという
JAEAの HTTRマネジメントチームの提案を支持するものである。 

出典  
(1) Yan, Xing L. (2017). HTGR Brayton Cycle, Technology and Operations. MIT Workshop on New Cross-cutting Technologies for Nuclear Power Plants, Cambridge, 

 
36  Bull, Ann Scarborough, and Milton S. Love. “Worldwide Oil and Gas Platform Decommissioning: A Review of Practices and Reefing 

Options.” Ocean and Coastal Management. Elsevier Ltd, February 1, 2019. 
37  Tiseo, Ian. “Number of Operable Nuclear Power Plants by Country 2020.” Statista, September 2, 2020.  
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USA, January 30-31, 2017.  
(2) Nishihara, T. et al. (2018).  Excellent Feature of Japanese HTGR Technologies. JAEA-Technology vol. 2018). 
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4 脱炭素燃料への挑戦  

経済分野における「脱炭素化の難しい」セクターの 2050年までの成長予測
は、こうしたセクターが 2050年になっても年間 17Gt（ギガトン）の CO2を

排出し続けると見通している。38  17Gtという数値は、電力などの脱炭素化が簡
単であるとみなされており、今世紀半ばまでに完全にカーボンフリーとなるこ

とが期待されているセクターの CO2排出量を上回っている。 

 
2020年から2050年にかけてこうした「脱炭素化の難しい」セクターが1年当たり平均17GtのC
O2を排出するとすると、30年間で累計510GtのCO2を排出することになる。これは1.5℃を達
成し得る炭素バジェットの合計残存量よりも100Gtも多い。電気セクターのパイプラインに利
用される化石燃料からの排出がさらに数百Gt有ることを考慮に入れれば、このシナリオでは2
℃目標も達成できないことになる。 
下図 16はこうしたセクターの成長予測を表している。  

図 16. 2050年までの「脱炭素化が難しい」セクターの成長予測  

 
 注：IEAの「公表政策シナリオ」を用いて試算 

 
  

 
38  排出量の計算は、二酸化炭素の排出量が天然ガスにおいて年間 83.5 kg/EJで、石油において年間 37.9 kg/EJであることを用いて行った。 
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再生可能エネルギーを利用した比較的高価な水素が手厚い政策支援によって市場シェアを部

分的に得る一方、先に述べたようにクリーンな水素は本報告書で設定した0.90＄/kgというベ
ンチマーク目標を達成しなければニッチな製品のままである。再生可能エネルギーに関して

は、最善の場合でも今世紀半ば以前にこれを達成することは期待できない。  
下の図

17はこのタイムラグを明らかにするとともに、2050年までに生産コストが下がるにつれ再生
可能エネルギーを利用した比較的高価な水素の市場シェアが増加することを示している。本

報告書の数値はブルームバーグNEF（BNEF）が発表しているものとほぼ一致している。その
報告書で、BNEFは、「支援政策が手薄」なシナリオの場合、2050年までにグリーン水素が
世界のエネルギー市場へ供給される量は27EJであるとし、「支援政策が手厚い」シナリオの
場合、99EJになるとしている。39 
図17で我々が示した見通しはBNEFの2つのシナリオの中間点を表しており、（再生可能エネ
ルギーを利用した）グリーン水素が2050年のエネルギー市場に供給される量は63EJである。  
つまり、再生可能エネルギー由来の水素が化石燃料と同等の価格に到達するには今日から30
年かかる。これは、今日からその頃までに累積される排出による温暖化の影響を考えれば、

遅すぎる。先に詳しく述べたように、1.5/2℃目標に立ち帰るならば、炭素排出実質ゼロへの
移行は今すぐ開始され、2050年には完了していなければならず、2050年に開始するのではな
い。  

図 17. 時とともに変化する水素製造コストにおいて化石燃料を代替するために、再生可能エネルギーを利用した水素で
「対処可能」な産業セクター 

 
 

 
39 Bloomberg New Energy Finance. “Hydrogen Economy Outlook—Will Hydrogen be the Molecule to Power the Clean Economy?” 2020. 
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ますます多くのニッチ市場が再生可能エネルギーからの「グリーン」水素で対処できるよう

になる一方、図

18示した通り、今世紀半ばまでの累積排出量はまだ500Gt近くとなっている。これがはっきり
と示しているのは、再生可能エネルギーだけに頼った水素という道筋では、たとえ今世紀半

ばまでに電力セクターの完全な脱炭素化が実現したとしても（このこと自体大きな取り組み

ではあるが）、世界を1.5/2℃目標に向かう軌道に乗せるには充分ではないことである。「生
存可能な気候を守るためのミッシングリンク（失われた環）」は、排出ゼロの低価な水素製

造である。これにより世界規模で競争力の高い合成燃料が可能となる。  
 

図 18. 2050年までの CO2累積排出量と図 17で示した再生可能エネルギーのみを利用した水素による代替で実現さ
れる排出削減量（図 21 と比較） 

 
 

一方、下図

19では先進型熱源から製造された、より安価な水素を利用した場合の削減可能性を示してい

る。新型熱源を利用することで、2050年よりかなり前に水素製造コストを今日の2＄から0.90
＄以下に下げることができる。低コスト水素の短期的な潜在力は、時宜にかなった大幅な脱

炭素化をすべての対象セクターで加速する。 
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図 19. 時とともに変化する水素製造コストにおいて化石燃料を代替するためにクリーンな熱源からの水素で「対処可能」
な産業セクター 

 
2020年から2050年にかけての燃料移行がどのように行われるのか詳しく述べるために、図
20では具体的な燃料とセクターを詳しく示した。  

図 20. 新型熱源から製造された超安価な水素による既存燃料の分野別の代替（2020年～2050年） 
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脱炭素化が難しい分野において炭素を置換することで、今世紀半ばまでに排出量をゼロまで

減らし、累積排出量を150Gt以下に保つ。これが、電力のような脱炭素化が「より簡単」なセ
クターでも同じ期間内に行われると仮定すれば、2050年までに世界の排出量を実質ゼロにす
る確実な道筋が描ける。次頁図

21はこうした移行を示しており、これにより世界を2℃目標の達成だけでなく、CO2の累積排

出量400Gtを回避することで、2015年のパリ協定で定められた1.5℃目標の軌道に乗せること
になるだろう。世界がこの排出削減を実現できる割合は、こうした生産プラットフォーム建

設に係る産業動員の規模に依存する。 

図 21. 炭素排出実質ゼロ 
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5 必要投資額合計 

この移行にはどれほどの費用がかかるだろうか。参考になるベンチマークは、

同じ期間でもし炭化水素燃料が市場を独占し続けた場合の化石燃料供給を確保

するために必要な投資額である。2019年の世界の E&P（石油・天然ガスの探
鉱・試掘・開発・生産）に係る投資総額は 5兆 4千米ドルであった。石油換算
すると一日当たり約 1千万バレルである今日の石油・ガス消費フローを保つた
めには、2020年～2040年までの期間で計 16.7兆＄の投資が必要となる。40 
外挿すると、2040年～2050年までの期間でさらに 8.3兆＄の投資が必要とな
り、石油・ガス事業に対する今世紀半ばまでの必要投資額合計は 25兆＄とな
る。  

 

下の図 22は、燃料関連市場の変革のために（ギガファクトリー及び生産プラットフォームで水素と合成燃料が生産され
ると仮定した場合に）2025年から 2050年までにかけて必要な投資額を示している。この場合の供給量は 350EJで、
合成燃料生産施設の資本的支出もすべて含んでいるので、結果として 8兆＄の投資が必要となる。これは、石油及び
ガスの供給量を維持するために必要とされる予想投資額より少ない。つまり、これが示唆するのは、化石燃料市場がそ

の維持に必要な投資よりも少ない額で、そして 30年足らずでクリーンな代替燃料市場に移行することができるというこ
とである。 

 
40  “During the period 2020–2040, around $16,700 billion will have to be invested in the upstream oil and gas sector to ensure the production 

and renewal of reserves.” IFP Energies nouvelles. “E&P Investments. Drilling Activities and Markets, Geophysics and Offshore 
Construction (2019),” 2020. 
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図 22. 2050年までに燃料市場の脱炭素化を達成するため水素ベースの代替燃料への移行に必要な累計投資額 

 

 

対照的に、再生可能エネルギー由来の水素だけでクリーンな合成燃料の供給を実現しようとすれば、下図 23でも示し
た通り、70兆＄の投資が必要となる。  

図 23. 2050年までの燃料移行に係る投資額の比較（兆米＄） 
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生産プラットフォームへ投資する場合、ギガワット級の生産プラットフォーム1つ当たりの20
30年～2050年までの期間において加重平均した設置費は13億＄になると試算しており、これ
には電解槽や燃料製造設備、オンボードの貯蔵設備なども含まれる。再生可能エネルギーへ

の投資の場合、風力太陽光複合電解槽プロジェクト（風力発電が1MW、太陽光発電が1MW
ずつの割合で供給を行うという電解槽の場合）における風力及び太陽光発電の2030年～2050
年までの加重平均した設置費は、約2000＄/kWになると試算されている。41  

5.1 展開速度 

この規模と速度での展開は現実世界で実現可能なものだろうか。この移行を牽引する産業は

、今日の世界の原子力発電の設備容量を超える展開を毎年進めなければならない。つまり、2
025年から2050年の間に毎年490GWeを追加することを意味する。42  
現在の世界の生産能力がどの程度が示すと、世界の造船所は年間1,500から3,500隻の船舶を建
造しており、その稼働率は約50％である。43 
こうした造船所で生産されている製品の多くは、ペトロナス社のPFNLG 
Dua号のような石油・ガス産業のための生産プラットフォームである（PFNLG 
Dua号の建造は本報告書が提案している生産プラットフォームよりも格段に複雑である）。
余剰能力を利用することに加え、既存の化石燃料用生産プラットフォームを建造することに

使われている建造能力が合成燃料向けの生産プラットフォームに再利用されることも容易に

想定できる。 
 
ある先進型熱源製造企業は近頃、韓国の大規模な造船所でそのプラットフォームを建造する

ための調査書の作成を完了した。この調査書は、本報告書で示したコスト予測の確証付ける

だけでなく、1つの大規模造船所で、生産拡大のために投資することなく、毎年、発電所40個
（各500MW、つまり年間20GW)相当の洋上プラットフォームを建造することが可能であると
示唆している。この造船所の建造能力は世界の5％以下にしか相当しない。44  

5.2 必要な展開速度及び規模の達成 

この 5年来、造船所の生産能力に関して大幅な強化が進み、小規模で効率の悪い造船所は閉鎖されてきた。2019年、
世界で稼働していた造船所は 281社であった。45 下図 24で示した通り、石油・ガス産業のクリーンな合成燃料への完
全な代替は、その生産に特化した大型造船所が 64箇所有れば可能である。 

こうしたクリーンな代替燃料市場に投資する魅力は、質の高い造船所数とそうした造船所からのアウトプット量両方の拡

大を牽引するだろう。図 24は、 運営開始する造船所の生産能力の割合とプラントのアウトプット能力の割合を表してい

 
41  National Renewable Energy Laboratory. “Annual Technology Baseline (ATB) Data.” NREL ATB, 2019. 
42  Adelman, Oliver. “Global Nuclear Power Capacity Falls 4.5 GW in 2019: IAEA.” S&P Global Platts, June 26, 2020. 
43  UNCTAD, “Review of Marine Transport” の 2001-2019期間について参考にした. 
44  Thorcon (2018). The ThorCon Team. “ThorCon: The Do-Able Molten Salt Reactor.” Stevenson, WA, January 19, 2018.  
45 Statista Website: Number of active shipyards worldwide from 2014 to 2019.  
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る。図 24に示した造船所には、既存の造船所で生産能力が 100％に達したため拡大・改良されるものと、年々運営を
開始する新設の造船所が含まれている。 

図 24. 運営開始する造船所数と運営中の造船所の累積合計数 

 
 

図 25は、実現可能な生産プラットフォーム建造量と、この生産能力の増加が実現する設備容量の累積を表している。
既存の（そして増加する）造船所の生産能力と成長可能性の組み合わせは、市場競争力のあるクリーンな代替燃料へ

の需要が高まるという予測と合わさり、化石燃料からの移行を 30年で可能にし得る展開速度を実現する。 

この展開速度によって 2020年～2050年にかけて化石燃料を代替する可能性については図 20に示した。 

5.3 生産プラットフォームのビジネスモデルは大規模な融資を可能にする 

2050年までに液体燃料セクターの完全な脱炭素化するために必要な合計投資額は、本報告書で述べた合成燃料生産
プラットフォームの戦略を取った場合が最も低い （図 26参照）。しかしながら、この場合でも 16.7兆＄という莫大な資金
が必要である。この額は、石油・ガス産業が今日から 2050年までの間に投資すると見られる 25兆＄よりかは低いが、
この規模の資金を調達するには、生産プラットフォームが一般的なビジネスよりも優良な投資先でなければならない。

我々は、この新しいビジネスモデルがより高いリスク調整後リターンを提供できると確信している。造船所建造の合成燃

料生産プラットフォームは、最も魅力的な大型の資産クラスの特徴を有し、化石燃料資産の長期投資に関連したリスクも

伴わないだろう。 

造船所建造の合成燃料生産プラットフォームは、そのビジネスモデルによって主要な金融リスクが排除又は緩和される

ため、大型の資産クラスになることが可能である。造船所は、特に新規格の最初のユニットが完成すると、コスト及び納

期に関連した納品保証を提供する。これはプロジェクトの資金調達を成功するために重要である。収入に関連したリスク

は、パフォーマンス保証を通じて軽減することができる。これは、要求通りの量の合成燃料を生産するよう設備が稼働す

ることを保証し、長期的な契約／リスクヘッジが希望価格をもたらすことを保証する。生産プラットフォームの長期的、継

続的、そして想定可能な生産高は、プラットフォーム自体のリスクを石油・ガス生産資産のそれよりも軽減する。 
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合成燃料生産プラットフォームは特定の国に建てられた特定の生産井に繋げる必要がないので、為替リスクや土地収

用などのようなソブリンリスクにさらされることも少ない。さらに、地方市場や生産環境の魅力が低下すれば、プラットフォ

ームを移動することもできる。これにより、今日のプロジェクトが多数国間の保証人に支払う必要のある費用よりも低い

費用で商業ベースでの資産価値の完全な保証も可能になる。契約当事者が契約不履行に陥るリスク（カウンターパーテ

ィリスク）もあるが、プラットフォームの製品を購入し得る大規模かつ流動性の高い国際市場が存在するため、これも大

幅に軽減される。加えて、生産プラットフォームの製品を他の顧客に向け船舶輸送することは容易であるため、生産プラ

ットフォームの継続的な収益獲得が保証される。 

石油及びガス企業の価値は、現行の運営における引当金及びキャッシュフローによって決定されるが、こうした引当金

の将来的な価値は現在疑問視されている。石油・ガス E&P投資（そして企業評価）の多くは、今後数十年間にわたって
炭素価格が非常に安価なままであり続け、炭素排出に係る規制が最小限となることに期待を寄せている。現在の企業

評価においてこのリスクの価格をどのくらいまでに設定するべきかが今日投資アナリストたちの間で激論の対象となって

おり、こうした議論継続の必要性は今後さらに増すのみであろう。生産プラットフォームに影響を及ぼすようなビジネス戦

略は、こうした炭素関連リスクにさらされることはなく、さらにその価値も年々高まると考えられる。 

図 25. 生産施設の追加数と累積数 
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6 造船所での建造によるコスト削減 

造船所建造の生産プラットフォームのコストはなぜこれ程低いのか。トップク

ラスの造船所でこうした施設を建造することにより、従来の発電所建設アプロ

ーチに比べ非常に大幅なコスト削減が実現する。我々は、こうしたコスト削減

の元となる要素を 4つのカテゴリーにまとめ、欧州とアジアにおいて建設済み
の原子力発電所で確認されてきたコストと、本報告書で述べている生産プラッ

トフォームのコストとの間に違いが生まれる理由を示した。大まかに述べる

と、1)造船所モデルには存在しないコスト、2）造船所での建造環境による生産
性の向上、3)根本的に異なる技術的選択、4)継続研究、プロセスの改善、サプ
ライチェーンを通じた競争によってコスト削減が実現している。 

6.1 従来の発電所建設に含まれるコストで、造船所での建造においては存在し
ないもの 

コスト削減の可能性を理解するためには、今日建設済みの原子力プラントのコストの範囲を

より詳細に見ることが大切である。次頁図

26は、主要かつ安価なプラントと最も高価な少数のプラントの間には約4倍の差が有ることを
示している。高価なプラントはどれも（建設された国において）初号機で、次世代型のもの

であり、地元の規制機関やサプライチェーン、そして労働力におけるキャパシティビルディ

ングが必要であった。この先進性に係るコストは、新設計でありながらも産業やサプライチ

ェーン、許認可手続き、そして原子力関連施設の建設経験のある規制機関が既に存在する場

合よりも高額になる。こうした要因の直接経費に加え、先進的なプラントの長期に渡る建設

（7～10年）には、プロジェクトエンジニアリング及び監督、品質検査、現場のインフラのレ
ンタルといった、より高額な時間ベースの間接経費が必要となる。高額なプロジェクトにお

いて、こうした間接経費は労働力や設備、建材などの直接経費と同等又はそれよりも高額に

なる可能性がある。長期かつ経費の嵩むプロジェクトは、建設中に一段と利息を蓄積するこ

とになり、プロジェクトリスクにより支払う利子も一層高くなるため、結果として最終コス

トがさらに増加する。新設計の建設に関する経験がないことや次世代型炉の学習曲線により

、工期遅延が頻繁に発生するためプロジェクトスケジュールが延長され、さらにコストが嵩

むこととなる。  



 

生存可能な気候保全のための「ミッシングリンク」：合成燃料への水素添加がパリ目標達成に役立つ理由  56 

図 26. 最近の原子力プラントのコスト 

出典：LucidCatalyst, Eric Ingersoll, Kirsty Gogan, et al., “The ETI Nuclear Cost Drivers Project: Full Technical Report,” September 2020.  

 
こうした少数のプラント初号機と継続的な建設プログラムの一環として建設されたより多数

の原子力プラント（日本、韓国、中国、アブダビなど）を比較すると、「プログラムの一環

で建設」されたプラントのコストは、高価なプラントのそれの4分の3であることがわかる。
高額なコストの原因は周知のところであるが、世界クラスの造船所における継続的な生産環

境には関係しない。最近建設された30箇所の原子力発電所に関するデータは、こうした先進
型の発電プラント初号機建設に係る追加コストは8,000＄/kWeと同等であることを示唆してい
る。これは12,000＄/kWeと4,000＄/kWeの差に相当する。46  

 
46   Ingersoll, E., Gogan, K., Herter, J. & Foss, A. “The ETI Nuclear Cost Drivers Project: Full Technical Report,” 2020. 



 

生存可能な気候保全のための「ミッシングリンク」：合成燃料への水素添加がパリ目標達成に役立つ理由  57 

図 27. プラント初号機（FOAK）からプログラムの一環で建設されたプラントのコスト削減 

 

6.2 造船所建造環境の生産性上昇によるコスト削減 

近代的な造船所へとプロジェクトを移行する過程で、2つの大規模なコスト削減が可能となる
；造船所環境の非常に高い生産性によって回避されるコスト（建設など）と残存コストの削

減（設備設置費など）である。  
ここからは、図

26に示した4,000＄/kWe以下のより低コストの発電所について述べる。これらのコスト効率は
より優れているが、造船所建造環境で繰り返し建設される規格化された設計のユニットには

存在しないコストがかなり残っている。こうした回避されるコストの例として、敷地固有の

エンジニアリング・設計、建設現場の土木工事・開削、着工準備、仮設工事、建設、コンク

リート打設（基礎部分や建設以外で使用される材料、労働力、監督）、足場組立て、建設現

場の安全性確保、建機レンタル、道路・駐車スペースの確保などに係るものが挙げられる。

こうしたコスト効率の良いプロジェクトでさえも、こうした経費が一夜費用（overnight 
cost、金利抜きの建設コスト）全体の50％以上を占める場合もある。47 
加えて、広大な建設現場には専属のプロジェクト管理組織が必要であり、プロジェクトに関

わるこうした事務作業（IT、HR、訓練、経理など）にもすべてコストが発生する。こうした
事務作業は造船所の場合にも存在するが、造船所全体において既存の共通費に含まれている

ため新たに追加する必要はなく、プラットフォームを建設するコストに割合は小さい。 
世界クラスの造船所間の激しい国際競争のおかげで、造船所は生産性の高いエンジニアリン

グ及び建造プロセスを発展させてきた。それぞれの造船所には専属の設計チームが常駐して

いる。設計士たちは、造船所が確立した建造プロセスの利点を生かして設計を行い、要求さ

 
47 United Engineers and Constructors Inc. “Phase 9 update (1987) report for the Energy Economic Data Base Program EEDB-IX,” 1988. 
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れた品質を確保しつつコストを可能な限り下げることに熟達している。彼らの仕事には、労

働集約型生産工程を自動化するための設計や、設計要素の再利用、機材・工具の綿密な設計

などが含まれ、生産性の高い、高品質の作業を実現する。船舶というのはモジュール式に建

造されるので、建造チームは同タイプのモジュールを用いて繰り返し作業することができ、

継続的に高度な改善を行い、効率を向上させ、タイムロスを生む過失や作業を回避すること

ができる。湾曲型の船体及び構造材を製造するための通常の生産性は、立設した鉄鋼1トン当
たり5人時である。この生産性により、長さ約400m、コンテナ23,000 
TEU（20フィートコンテナ換算）積載可能な大型コンテナ船を1億５千万＄で建造することが
できる。48 
実際、こうした大型コンテナ船建造が初めて発注されて以来、コストは20％減少し、積載可
能量は18,000 TEUから23,000 TEUに増加した。49 
これは単位容量あたりの資本的支出38％削減を7年以下で達成したことになる。50  
本報告書で説明した、より簡略な生産プラットフォームの平坦な場所での建造においては、

造船パネルライン設備を自動化することでさらに鉄鋼1メートルトンあたり2人時まで短縮す
ることができる。これによりコスト合計は、1メートルトンあたり立設及び組立てコスト1,00
0＄以下を達成する。51 
1.2GWeの生産プラットフォームは、船体と構造材に最大15万メートルトンの鉄鋼が必要とな
るが、最終組立コストは約1億5千万＄となり、建造には1年弱しかかからない。これは従来建
設されてきた4,000＄/kWeのプラントの構造をすべて代替する。52 
こうした施設のコストは、最大積載量を基準にして同規模の発電所と比較した場合、最大10
～12億＄となる。必要労働時間を比較すればこの差が説明できる。船体と構造材の製造には
約75万時間必要だが、優れたコスト効率の発電所建屋を建設するにはエンジニアリング・直
接労働・監督に800万時間以上費やす必要がある。造船所におけるこの生産性の向上は、パイ
プ・電子機器・機械設備の敷設コストを削減（こうしたコストは別のカテゴリーに含まれて

いる）し、検査や試運転といった緊急を要する作業も軽減する。造船所では、艤装や検査作

業の大部分がモジュールレベルで遂行され、モジュールの最終組立前に納期及びコンプライ

アンスを確保することができる。このことにより、特にモジュールの最終組立を中心に据え

た工期に影響を及ぼす前にあらゆる過失を修正することが可能となる。 
こうしたコスト削減を下図 28で要約して示し、表4に詳しく記載した。 

 
48  Moore, R. “DSME: new order for five mega box ships,” Riviera, 2019. 
49  Macguire, E. Maersk ‘Triple E’: Introducing the world’s biggest ship. CNN-The Gateway, 2013. 
50  OOCL. “OOCL Orders Five 23000 TEU Container Vessels,” 2020. 
51  The ThorCon Team. ThorCon: The Do-able Molten Salt Reactor, 2018. 
52  United Engineers and Constructors Inc. “Phase 9 update (1987) report for the Energy Economic Data Base Program EEDB-IX,” 1988. 
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図 28. 造船所建造により回避されるコスト53 

 

表 4. 造船所建造により回避されるコストの詳細 

 プログラムでの建設から造船所

LWR 
 ベンチマーク 造船所によ

る削減 
残りのコスト 備考 

10 着工準備費  175 (153) 22 立地確保・許認可手続きの簡略化 
  

21 構造及び改良  418 (287) 131 船体が代替 

22 原子炉プラント設備  630 (51) 580 設備の生産性向上 

23 タービンプラント設備  466 (44) 422 設備の生産性向上 

24 電気プラント設備  169 (36) 133 設備の生産性向上 

25 その他設備  97 (24) 74 設備の生産性向上 

26 主要熱除去系  102 (16) 86 設備の生産性向上 
 直接費合計  2,057 (610) 1,447  

  

91 建設現場サービス  472 (472) - 造船所内組込 

92 エンジニアリング及びその他サー

ビス 
 443 (408) 35 必要なし（標準設計） 

93 現場監督費  232 (179) 52 生産工程中に品質確保 
 輸送、設置費    109  

 間接費合計  1,146  197  
  

 
53 Ibid. 
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 合計一夜費用  3,203  1,644 直接費と間接費の和 
 建設中利子  648  179  

  

 合計コスト  3,851 3 1,823  

 

造船所環境の高い生産性を示すもう1つの指標は、商業用の大型原子力発電所と浮体式液化天
然ガス精製設備（ペトロナス社のPFLNG 
Dua号のようなプラットフォーム）の設計と建設にかかる工数を比較することである。Dua号
は、ペトロナス社が建設した2船目の浮体式プラットフォームであるが完全に新設計で、1基
目での研究成果を活かして建造された。設計、資材調達、建造、そして試運転に1,600万時間
もの作業時間が費やされた。54 
これは、本報告書で提言している生産プラットフォームと同等サイズであるが格段に複雑な

浮体式設備に関するものであり、経常外設計や化学反応プロセスに係るエンジニアリング、

構成物や設備の調達、そして生産工学をすべて含んでいる。こうした経常外費用は合計作業

時間の50％という高い割合を占める可能性が有り、残ったコストは同様のユニット10基の発
注を通じて40％まで下がる可能性がある。優れたコスト効率の原子力プラントにおける設計
から建設までの同様の工程には、320万人時必要である。55 
既存の構成要素と確立された造船所の製造工程を用いて生産プラットフォームを建造するこ

とに関して、もう1つ重要な結果が存在する。我々は、こうした非常に想定しやすいコストが
生産プラットフォームの製造コスト合計の90％を占めることを知っている。故に、コストの
約90％に関しては非常に強い確信を持つことが可能であり、残りのコストが試算よりも2～3
倍高かったとしても、合計コストの増加は多くて20％にしかならないと考えている。 

6.3 先進型原子力技術によるコスト削減 

ここまで、初号機（FOAK）建設コストをまず除去し、後に低コストかつ高生産性の造船所
建造環境に移行することで、コストカテゴリー全体の削減と残る人件費の軽減が可能になる

かを述べた。このようにコストが低い場合、原子力関連の構成要素やその他の設備に係るコ

ストが残りの大部分を占めることになる。この時点で、先進型原子炉の特徴が資本的支出及

び運用コストをさらに大幅に削減することを可能にする。これには、安全システムの複雑性

を劇的に減少させ、格納容器の加圧を不必要にし、原子力圧力容器の厚みを薄くすることな

どが含まれる。例えば、本報告書で提案している1,823＄/kWeの造船所製造LWRプラントの
場合、必要な設備の合計金額は1,030＄/kWe強である（これには設置費は含まれない）。比較
として、溶融塩プラントの場合の設備費は565＄/kWeであるので、465＄/kWeの削減となる56 
（次頁表5参照）。大抵の場合、こうした先進型原子炉の特徴は、構成要素を減らし、残る要
素の資本的支出を下げるだけでなく、こうした構成要素に必要な骨組みの規模及びコストも

削減する。造船所建造の軽水炉型SMRと溶融塩型SMR技術に基づいて我々が行った比較研究

 
54 PFLNG Dua. Mechademy. Key Facts, 2020. 
55 United Engineers and Constructors Inc. “Phase 9 update (1987) report for the Energy Economic Data Base Program EEDB-IX,” 1988. 
56 Ingersoll, E., Herter, J. & Foss, A. ”What will Advanced Nuclear Cost,” 2016. 
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によれば、骨組みと設置に係る人件費の削減に関連した100＄/kWeの追加節約が可能である
ことがわかっている。さらに、この一段と低コストの設備と骨組みは、より高温で稼働する

ので、効率は35％上昇し、コスト全体をさらに25％削減する。簡略化により管理の対象とな
る構成物も減り、メンテナンス自体も簡単になるので、作業員数やその他の運用コストを削

減することができる。 

図 29. 先進型熱源技術によるコスト削減 
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6.4 連続生産における継続研究とコスト削減 

世界クラスの造船所は、製造コストを下げるため、そして製品のパフォーマンスを上げるためのイノベーションが可能で

あることをこれまでに何度も実証してきた。過去 15年間、総合設計・生産プロセスを開発し、製品設計とプロダクトイノベ
ーションを一層掘り下げ、他所の設計をただ建設することから脱却するため、世界で最も競争力の高い造船所の間で

「激戦」が繰り広げられてきた。造船所で建設するプラントとそれに派生して必要となる燃料生産プラットフォームの基本

的な設計が確立されれば、コンテナ船や掘削リグ、浮体式生産貯蔵積出設備（FPSO）、そしてこうした世界を牽引する
造船所の規格品が実現したのと同様の迅速なコスト削減と生産性向上が期待できるだろう。 

我々は、『Rethinking Deployment Scenarios to Enable Large-Scale, Demand-Driven Non-Electricity Markets for 
Advanced Reactors』57 という報告書の中で、こうしたイノベーションが取り得る方向性についてより詳しく述べている。こ
うしたイノベーションを合計すれば、最大 20～25％のコスト削減は大いに可能であり、同じ施設面積でもパフォーマンス
（プラットフォームの評価額又は出力）が 20～25％増加することも可能である。こうした改善は、次頁図 30で示したコス
ト削減に繋がるだろう。 

図 31は原子力規制機関やサプライチェーン、そして複雑な建設プロジェクトに係る再稼働可能性のコストが非常に高額
な初号機及び次世代型炉から、継続的なプログラムの一環で建設される発電所に関連したコストや造船所建造によるコ

スト削減、そして先進型熱源技術及び大量生産によるコスト削減の推移を示している。 

  

 
57  Ingersoll, Eric, “Rethinking Deployment Scenarios to Enable Large-Scale, Demand-Driven Non-Electricity Markets for Advanced 

Reactors.” EPRI, Palo Alto, CA: forthcoming 2021. Report 3002018348. 
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表 5. 造船所製造の軽水炉から先進型熱源技術への移行によるコスト削減 

 プログラムでの建設から造船所

LWR 
ベンチマ

ーク 
先進型熱源による

コスト削減 
残りのコスト 備考 

10 着工準備費 22 - 22 変更なし 
 

21 構造及び改良 131 - 131 変更なし 
 

22 原子炉プラント設備 499 - - 原子炉コスト低下、小計を参照 

23 タービンプラント設備 361 - - タービンコスト低下、小計を参照 

24 電気プラント設備 68 - - 同等の電気プラントコスト、小計を

参照 
25 その他設備 39 - - 同等の設備費、小計を参照 

26 主要熱除去系 64 - - 冷却システムのコスト低下、小計を

参照 
 設備合計 1,030 (466) 565  

 設置合計 264 (106) 158  

 直接費 1,447 - 876  
 

91 建設現場サービス - - -  

92 エンジニアリング及びその他

サービス 
35 - 35  

93 現場監督費 52 - 52  

 輸送、設置費 109  109  

 間接費合計 197  197  
 

 合計一夜費用 1,644  1,073 （直接費と間接費の和） 
 建設中利子 179  117  

 

 合計コスト 1,823  1,190  
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図 30. 進行中の設計改良及び製造プロセス改良によるさらなるコスト削減 

 
 

図 31. FOAK建設プロジェクトから大量生産型建設への移行によるコスト削減の推移 
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7 物理的な空間の制約：実態の把握 

最も低コストで再生可能エネルギー由来の水素を実現するために、風力と太陽

光資源を最適な形で組み合わせ、風力発電と太陽光発電プロジェクトを併設

し、2030年までに高い設備利用率の実現と約 2＄/kgの水素を供給することも
可能である。しかしながら、こうした施設の立地は人口や市場から離れている

場合が多い。遠方地域からの流通費用を加えると、例えばオーストラリアから

日本へ輸送するような場合を考えると、コストは 2＄/kgから 3.3＄/kgに増加
する。これは、コストを経済競争力の閾値（0.90＄/kg）以上に押し上げてし
まう。本報告書では、化石燃料からの大規模な移行にはこの閾値が必要不可欠

であると考えている。 

コストに関係なく、物理的な空間の制約という厳しい問題があるため、再生可

能資源が大規模な水素製造と大半の先進国におけるグリッド電力の脱炭素化を

同時に実現すると考えるのは非現実的である。 

 
砂漠地帯に設置され、敷地全域の気温が高く設備利用率が比較的高くなる（25％）太陽光発
電を想定した場合でも、世界のソーラー水素が想定需要量を満たすためには、2020年のドイ
ツの設備容量（50GW）に相当する太陽光発電ファームが今日から2050年までに世界中で10
日毎に新設される必要がある。58 
水素の供給が洋上風力発電のみで完全にまかなわれるとした場合、例えば（そして風力発電

の設備利用率を加味すれば）、現在の英国の洋上風力発電の総容量（9GW）にほぼ相当する
施設が今日から2050年までに世界中で3.5日毎に新設されなければならない。59  
この問題は、再生可能エネルギーのみに頼る「水素社会」の実現に熱心な専門家の多くの間

で認識されていない。そこで、本報告書では、風力、太陽光、そして先進型熱源による水素

製造に必要な敷地面積の莫大な違いを説明するため、以下に日本、英国、韓国における規模

を図面に表した。 
石油消費の部分的な脱炭素化は他の方法で行われると主張することも可能である。例えば、

陸上輸送手段の直接的な電化なども考えられるし、我々の見通しが不当に悲観的であると言

うこともできるだろう。しかしながら、これは実際に起こり得るのである。つまり、石油よ

りも多くの水素が移行には必要なのである。英国では天然ガスが暖房に使用される一方、製

銑工程で用いられるコークスのように、重工業分野は固形の化石燃料に圧倒的に依存してい

 
58  我々は、2025年～2050年までに毎年 490GWeの発電を展開する必要があると試算している。これは、総容量 500GWeの原子力発電の場合は
設備利用率 90％＝総容量 1800GWeの太陽光発電の場合は設備利用率 25％に相当する。ドイツが 2019年までに設置した太陽光発電の総容
量は約 50GWeであった。つまり、毎年ドイツ 36国分の総容量に相当する太陽光発電所又は 10日毎にドイツ一国分の総容量に相当する太陽光
発電所を新設することを意味する。  

59 総容量 500GWeの原子力発電の場合は設備利用率 90％＝総容量 1000GWeの洋上風力発電の場合は設備利用率 45％を毎年新設。現在の
英国の洋上風力発電総容量は 10GW近くとなっている。つまり、英国 100国分の総容量に相当する洋上風力発電所を毎年新設する必要がある
ことを意味する。つまり、365/100＝英国一国分の総容量に相当する洋上風力発電所が 3.5日毎に新設される必要がある。  
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る。故に、我々はこうした予測を可視化目的のもので特定の脱炭素化技術の道筋を正確に示

す見通しではないという注意とともに、ここに共有している。  
我々は、こうした問題提起が有益なものであると信じている。エネルギーに関する議論の多

くが規模と必要な土地利用の問題を無視して行われており、10、100、1,000平方キロメート
ル単位の数字を想像だけで考えるのは難しいからである。出力密度の低い再生可能エネルギ

ーが出力密度の高い化石燃料を確実に代替するために必要な莫大な面積は、建設される発電

所のギガワット数が増加するというだけではなく、影響を受ける人々の数や土地利用に係る

競争といった、これまでとは性質の異なる複数の影響を及ぼすだろう。環境及び食糧生産目

標に係る争い、そして民衆の抗議活動が今後も増加するという予測を加味すれば、こうした

リスクは展開規模が拡大するにつれ増加し、グリーン水素の製造に必要な国家規模の展開自

体が危ぶまれる。我々は、再生可能エネルギーの展開に反対するためではなく、リスクの異

なる種々の技術を含めた脱炭素化の現実的な戦略の発展を促すためにこうした意見を述べて

いるのである。 
脱炭素化は再生可能エネルギーだけで実現可能で、そのため他の技術を「グリーン」という

定義や気候ファイナンスへのアクセスから除外すべきであり、発展途上国は経済成長に係る

政策を再生可能エネルギーの利用のみに限定すべきであるという考え方は、気候変動解決に

向け尽力している人々の間で不必要な争いを生む有害なものである。方法（技術）を無駄に

強調し、目的（脱炭素化）を軽んじるこの考え方は、進歩に関する意義ある対話の可能性を

も奪うものである。 

7.1 国家規模の水素製造：必要なエネルギー量と面積 

このセクションでは、一国の年間石油消費に相当する量の水素を製造するのに必要な面積に

ついて分析する。本報告書では、3つのエネルギー生産技術に関して分析を行った：太陽光発
電、洋上風力発電、そして先進型熱源である。 図 6 
では、設備利用率や出力密度、その他の変数を含め、予測に使用された想定を示している。  
1平方キロメートル当たりに生産されるエネルギーの量には大きな違いがある。その結果、風
力及び太陽光発電由来の水素製造に必要な土地面積は、先進型熱源の場合よりも大きくなる

。出力密度の違いは非常に重要である。デービッド・マッケイ教授は代表作『持続可能なエ

ネルギー―「数値」で見るその可能性（原題：Sustainable Energy Without the Hot 
Air）』の中でこのことを見事に説明している。本報告書は、マッケイ教授の記憶に捧げるも
のであることも合わせて明記したい。太陽光発電の出力密度は50MW/㎢である一方、洋上風
力発電はたった2MW/㎢しか供給できない。より現実的な数値にするため、この計算ではタ
ービン間のスペースも含んでいる。対照的に、先進型熱源の出力密度は2,080MW/㎢である。
つまり、太陽光発電の500倍、そして洋上風力発電の1,200倍も高い。下の表
7では、英国、日本、そして韓国という、高所得国でありながら利用できる土地面積が少なく
、人口密度と1人当たりのエネルギー消費が高い国を3つ挙げ、この3国の水素製造に必要な面
積を割り出すための計算を示した。  
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表 6. 英国、日本、韓国における洋上風力、太陽光、先進型熱源によるエネルギー生産量と水素製造量の計算 

太陽光 洋上風力 新型熱源 

出力密度(MW/km2) 50 2.3 2,080 

設備利用率 12% 50% 90% 

年間発電量 
(GWh/km2/年) 52.6 9.1 16,399 

年間水素製造量 
(トン/km2/年) 968 167 466,979 

 
計算に用いた出典： PV calculated from the list of the largest photovoltaic power stations, Wikipedia; Andrew ZP Smith, ORCID: 0000-0003-3289-2237; “UK 
offshore wind capacity factors” (英国の洋上風力発電に関して、発電量に加重平均した設備利用率は40％であるが、より新しいプロジェクトについては一段
と高い設備利用率が期待されていることに注意。そのため、我々は50％とという数値を使用した。)；先進型熱源に関しては、Hinkley Units A, B, C (2,427 
MWe/km2) と韓国のHanbit Nuclear Power Station(1,733 MWe/km2)の数値を使用。洋上生産プラットフォームと陸上のギガファクトリーはより高いエネル
ギー強度を持つことに注意.  

 

表 7. 英国、日本、韓国における 2019年の年間石油消費量 

  UK Japan South Korea 

石油消費量(BOE/年) (LHV)* 
 

575,925,926 1,394,444,444 981,481,481 

エクサジュールに換算した石油消費量 (EJ) 
 

3.11 7.53 5.30 

同等の年間水素量 (トン) 
 

25,895,087 62,697,752 44,129,892 

 
 
水素製造に必要な太陽光 

MWe 1,304,464 3,158,396 2,223,041 

km2 26,090 63,170 44,460 

 
 
水素製造に必要な洋上風力 

MWe 313,070 842,240 592,810 

km2 136,120 366,190 257,740 

 
 
水素製造に必要な新型熱源 

MWe 115,342 279,269 196,564 

km2 55 134 95 

* BOE = 石油換算バレル。低発熱量（LHV）を元にエクサジュールから換算. 
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7.2 英国おける水素製造に必要な土地面積 

我々が最初に行ったケーススタディは英国に関するものである。英国は、高所得国で 1人当たりのエネルギー消費が高
く、人口密度も高い。我々は、英国で太陽光発電由来の水素が現在の石油消費を代替するためには、26,090㎢の面積
（図 32にに黄色の囲みで表した部分）にソーラーパネルを敷設する必要があると試算した。（こうした予測は単に規模を
可視化すためのものであることに注意。図に示した場所に必ずしも建設しなければならないと提言しているわけではな

い。） 

一方、同量の水素を洋上風力発電で製造するには、136,120㎢必要である。これは北海の大部分を占めることになる。
桃色の囲みはこの量の水素製造ができる風力ファーム 1つの規模を表している。もし、英国で液体燃料代替のために
同量の水素を先進型熱源搭載のギガファクトリー又は生産プラットフォームで製造する場合、必要面積は劇的に小さくな

る。ほとんど見えないが、図 32に緑色で示した囲み部分、たった 55㎢で十分である。 

英国では、ケント州のクリーブ・ヒルにおける 350MW発電可能な太陽光ファームの建設に、環境への負荷を理由にグリ
ーンピースが反対した。しかし、グリーンピースは長らく太陽光エネルギーが脱炭素化のツールとして使用されるべきで

あると主張してきた（英国鳥類保護協会（RSPB）も反対した一方、地球の友（FoE）は建設に賛同した）。60 クリーブ・ヒル
の面積は 387ヘクタールである。我々の計算によれば、面積 0.32㎢の計画中のサイズウェル C原子力発電所と同等
の発電量を実現するには、クリーブ・ヒルと同面積の土地が 76箇所（計 295㎢）必要である。 

図 32. 現在の英国の石油消費量を風力又は太陽光又は先進型熱源由来の水素で代替するために必要な合計面積の
比較 

  
色付きの囲みはそれぞれ、各資源が英国の石油消費を代替するのに十分な量の水素を製造する唯一の発電源である場合に必要な面積の合計を表している。 

 
60  Cockburn, Harry. “Climate Crisis: UK’s Largest Solar Farm Could Be given Go-Ahead despite Environmental and Safety Concerns.” The 

Independent, May 25, 2020. 
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7.3 日本における水素製造に必要な土地面積 

日本の山に囲まれた人口密度の高い領土は、太陽光発電由来の水素製造を可能にするだけの広大な太陽光ファーム

を建設する土地が非常に少ない顕著な例である。そして洋上風力発電も同様の地理的制約に直面している。下図 33に
示した通り、太陽光発電の利用を想像するのは単純に不可能である。現在の日本の石油ベースの液体燃料消費を太陽

光発電由来の水素で代替するために必要な面積は 63,170㎢となるからである。 

その代わりに日本では、比較的深海に洋上風力発電を設置する提案もされてきたが、東日本沖に日本海溝が存在する

ため必要な浅瀬の大陸棚面積も小さい。さらに、浮体式洋上風力タービンは海底に固定する必要があるので、数千キロ

メートルの深海は適さない。結果、我々は現在の日本の石油消費を洋上風力発電由来の水素に代替するために必要な

面積（366,190㎢）を西日本沖の日本海上に桃色で示した。必要規模を考慮すれば、この位置では日本と近隣諸国の
間で争いに発展することが容易に想像できる。 

他方、先進型熱源に必要な面積は、相対的に言って非常に小さい。下の図でも非常に見にくい囲みで示しているが、た

った 134㎢である。  

図 33. 現在の日本の石油消費量を風力又は太陽光又は先進型熱源由来の水素で代替するために必要な合計面積の
比較 

 
色付きの囲みはそれぞれ、各資源が日本の石油消費を代替するのに十分な量の水素を製造する唯一の発電源である場合に必要な面積の合計を表している。 

7.4 韓国において水素製造に必要な土地面積 

3例目として挙げるのは、韓国である。韓国もまた高所得国で、1人当たりのエネルギー消費が高く、人口密度も高い
（特に、日本、英国、韓国が原子力発電の展開を現在進めているのは、一部こうした懸念を解決するためでもある）。図

34に示した黄色の囲みは、現在の韓国の石油消費を太陽光発電由来の水素に代替するために必要な面積、44,460
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㎢を表している。もし韓国が代わりに洋上風力発電を選択した場合の必要面積は 257,740㎢で、図中に桃色で示した
囲みの通り、南シナ海のほぼ全域を覆うことになる。先進型熱源のために必要な土地面積との比較は著しい。先進型熱

源利用に必要な面積がたった 95㎢で、図ではほとんど見えない緑色の囲みで示されている。  

図 34. 現在の韓国の石油消費量を風力又は太陽光又は先進型熱源由来の水素で代替するために必要な合計面積の
比較 

 
色付きの囲みはそれぞれ、各資源が韓国の石油消費を代替するのに十分な量の水素を製造する唯一の発電源である場合に必要な面積の合計を表している。 
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7.5 世界の水素製造に必要な面積 

世界的な比較に関して地図を用いた予測は行わない。なぜならば、実際問題として再生可能

エネルギー施設と生産プラットフォームへの投資は複数の地域に散在することになるからで

ある。地方自治体がクリーンエネルギーに対する莫大な投資を計画しているとすれば、こう

した投資を管理しようとすることも想定しなければならない。しかしながら、数字で表すと

顕著である。太陽光発電由来の水素を用いて世界の石油消費量合計を代替するためには770,9
00㎢の面積に太陽光パネルを敷設しなければならない。これは、トルコの国土面積に相当で
ある。 
洋上風力発電で世界の石油消費量合計を水素に代替する場合、さらに広大な面積が必要であ

る。合計で838万㎢が必要であり、ブラジルの国土面積（846万㎢）にほぼ等しい。 
本報告書で述べた、先進型熱源による発電を用いた生産プラットフォームの場合、同じ代替

を進めるためには3,414㎢が必要であり、これは一辺が58㎞の正方形にほぼ等しい。 
繰り返し述べてきたように、こうした予測は正確なエネルギー移行の道筋を表すものではな

いが、（デービッド・マッケイ教授が著書で提言した通り）種々の技術を用いた脱炭素化の

規模を予測するのに有益である。もしある国が必要な土地又は海洋面積を有していないなが

らも100％再生可能エネルギー由来の水素というアプローチにこだわるならば、液体燃料とし
て海外から輸入するしか方法はなく、少数の生産国のカルテルが独占する今日の液体燃料市

場における地政学的問題と同様のものが持ち上がることになる。 
このような地政学的問題については本報告書の範囲外であるが、これらが示唆することは明

確である。もし、各国が石油及びガスを水素に代替すると同時にある種のエネルギー安全保

障を確保したいと望むならば、その大部分は国内で先進型熱源を利用して製造されなければ

ならない。これは、脱炭素化を進める目的で電力グリッド用の発電の大部分を再生可能エネ

ルギーが担う選択をした場合、特に言えることである。再生可能エネルギー自体が広大な土

地及び海洋面積を使用するからである。 
端的に言えば、必要な規模とペースで水素社会が実現できるのは、先進型熱源を再生可能エ

ネルギーと併用した場合のみであり、地政学的及びコスト面での制約を超越するのもその場

合のみであると結論付けることができる。 
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8 結論と提言  

クリーンエネルギーへの移行に必要な規模とその緊急性、そしてそれが世界の

エネルギーシステムの成長と組み合わさることを考慮すると、ゼロカーボン水

素製造に係る選択肢はすべて追求されるべきである。先進型熱源が大規模かつ

非常に低コストの水素及び水素由来の燃料の生産にエネルギーを供給する可能

性は、世界の短期的な脱炭素化と繁栄に関する予測を変革し得る。本報告書で

は、世界のエネルギーシステムの大部分を脱炭素化する道筋を示しており、現

状、これ以外に現実的な選択しは存在しない。 

8.1 結論 

必要な生産規模の達成は、困難なことのように聞こえるかもしれないが、先進型熱源のスケ

ーラビリティと出力密度は非常に有益である。モジュール設計の製造モデルへと移行すれば

、世界中で毎年数百のユニットを建設することが可能になる。こうしたユニットが生産する

クリーンエネルギーを再生可能エネルギーの意欲的な展開と組み合わせることで、時間的な

制約が大きい中、温暖化を1.5℃に抑えるというパリ協定の目標を達成する可能性が高まる。 
上述した数字を見てもわかるように、英国、日本、そして韓国（実際、最も人口密度が高く

、エネルギー商品の高い国々）は、先進型熱源を利用しなければ、液体化石燃料及び天然ガ

スを代替するための水素を自国内で十分に生産することはできないだろう。これらの国がも

し再生可能エネルギーという代替策を本柱に据えると希望した場合、中東や他の晴天の多い

国々から大量の液体燃料を輸入することが唯一確実な選択肢になるだろう。こうして液体燃

料商品市場にさらされることは、地政学的及びエネルギー安全保障問題にさらされることを

意味し、これはOPEC及び今日の石油・ガス市場で見られる問題と同様のものである。 
さらに、もし再生可能エネルギー由来の水素に関する価格予測が正しければ、グリーン水素

が炭化水素を代替するには2040年までその価格が高すぎるため、ドイツや日本のような国（
もしこれらの国々が先進型熱源の利用を避けた場合）は脱炭素化目標を達成し得ず、今世紀

半ばになっても電気以外のエネルギー利用の大部分が化石燃料に依存したままとなるだろう

。言うまでもないことであるが、このアプローチが世界的に広まれば、1.5℃だけでなく2℃
目標でさえ達成できない。言い換えるなら、再生可能エネルギーを100％利用することのみが
政治的に容認できる気候変動緩和の選択肢であると固執することは、脱炭素化失敗のリスク

とその結果引き起こされる気候災害のリスクを著しく高める。 
対照的に、本報告書では水素製造における先進型熱源の役割を大幅に増やせば（その間、再

生可能エネルギーは電気セクターにおける脱炭素化への移行の大部分を担う）、世界が炭素

排出実質ゼロという目標に今世紀半ばまでに近づくか、あるいはその目標を到達することさ

え可能になることを示した。炭素排出実質ゼロは、IPCCが確定した1.5～2℃目標を高い可能
性で達成し得る道筋にとって必要不可欠である。我々の考えでは、この道筋は世界的な炭素

排出実質ゼロ達成を間違いなく確実にする道筋である。それは土地利用の規模的制約といっ
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た物理的な現実が考慮されているためだけでなく、これまでの多くの予測では無視又は軽視

されてきた脱炭素化の難しい経済分野に対処するためのコスト効率の優れた方法も示してい

るからである。本報告書の提案では、他の1.5℃モデルのシナリオが提言する炭素回収貯留技
術や空気回収技術を備えたバイオ燃料やバイオエネルギーを大量に使用する必要はない。こ

うした技術はそれぞれ、環境及び/又はコストに関する深刻かつ実証済みの問題を抱えている
。こうした懸念だけでなく、毎年10ギガトンの炭素を20年間回収し続けるには、世界の石油
産業を本報告書で提案した通りの方法で代替するよりも3兆＄多いコストがかかる。大気中の
炭素除去は根本的な問題解決ではなく、むしろ永続的にコストを固定してしまうことになり

、その分の資金が別の場所で生産的に利用されることを妨げる。 
 
要約すると、本報告書ではネットゼロ目標達成のための障壁は経済的又は技術的なものでは

なく、むしろ文化的及び政治的なものであることを論証した。次世代の先進型熱源を用いて

超安価なクリーン水素を製造することで、経済の迅速な脱炭素化を選び、パリ目標達成のた

めの確実な道筋を提供することができるということを示したのである。  

8.2 提言 

機会を最大化するためには即刻行動することが必要である 

n 今すぐ行動を取る。本研究では、どのようにしてスケーラブルでコスト効率に優れた水素の生産が近い
将来可能になるかを示した。あまりにも長い間、先進型熱源に関するリスクが他の技術に関するリスク

の文脈外にあるものとして考えられてきた。加えて、こうした政策決定行う際には、脱炭素化に失敗す

るリスクを十分に考慮する必要がある。本報告書は、世界の指導者たちが先進型熱源について学び、リ

スクに関する正しい背景に照らし合わせ、情報・エビデンス・結果に基づいて、すべての選択肢を正し

く精査して決断を下し、行動するよう呼び掛けている。情報に基づいた政策決定を容易にするため、政

府と産業は、情報取得要請を今すぐ行い、造船所建造のプラントの見積額を求め、精製所規模のクリー

ン燃料生産施設の試運転を今すぐ始めるべきである。 

n 造船所はコスト・規模・工学統合に精通している。彼らの参加は有益で奨励されるべきである。造船所
の堅固に統合された設計・製造プロセスは（オンサイトの製鋼工場や長期的なサプライチェーンへの参

加と合わさることで）、必要な重工業生産の構成要素や設備を確実に提供してくれる。造船所は一貫し

て正確なコスト計算及び工期も提供する。その先進型の製造設備は国際規格に沿うものであると認めら

れている。そして複雑で規制の厳しい製品を常時生産している。  

n 政策の立案。国内及び世界のCO2排出ゼロの水素市場を、既存及び新興の炭素排出ゼロ水素製造に関す
る政策イニシアチブと共に発展させていく過程は、技術を包括したものでなければならない。生産コス

ト及び規模に関連した重要な成果、炭素排出ゼロの水素市場の創造、そしてゼロカーボン燃料の市場シ

ェア増加に焦点を当てるべきである。 

n 金融へのアクセス。投資家たちが投資を行う際、リスクを減らすためにポートフォリオ手法を取るよう
に、世界の気候変動抑制に係る努力も技術的選択肢を複数そろえたポートフォリオを用いて展開するべ

きである。技術を包括し、整合性を備えた金融へのアクセスはこれを実現するために必要不可欠であ

る。 

n 産業の動員。政府と産業は積極的に協働することで適正な価格の脱炭素化と繁栄を実現する意欲と能力
があることを見せるべきである。これには、従来のプラントを利用した水素製造プロジェクトのデモン

ストレーションだけでなく、コスト効率の高い革新的な技術・建設・展開モデルの商業化を加速するた
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めの国内・国際努力への積極的な参加も含まれる。 

n 気候及びエネルギーモデル化への算入。脱炭素化への道筋からこの実演済みのスケーラブルでコスト効
率に優れたクリーン水素が広く除外されてきたため、気候変動及び世界のエネルギーアクセス増加に時

宜にかなう形で適正に対処するための予測はこれまで非常に限定的なものであった。利用可能な技術の

幅を広げ、この実証済みの選択肢の有益性の規模をより正しく、そして完全に示すことで、気候変動緩

和の道筋を妨げるリスクを取り除くと同時にクリーンエネルギーへの移行によって社会全体にかかる圧

力を軽減し、さらなる繁栄を築くことができる。 

n 水素燃料産業グループ（Hydrogen Europe, Hydrogen Council, Ammonia Energy Association等）は、革
新的な先進型熱源技術の開発企業も含めたすべてのクリーンな生産セクターからの参加も求めるべきで

あり、それがどのような機会につながる理解していること、そして政策の発展に対応できることを保証

するべきである。熱源開発企業は電気分解のコスト削減、効率性改善、そしてその他のシステム開発に

参加すべきである。  
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付録 A: 水素製造コスト試算に用いたデータ及

び仮説 
次の表は、2章 27頁の『図 10. 』及び 29頁の『図 11. 』で使用した水素製造コスト試算に用いたデータ及び仮説のリス
トである 

表 8. 2030年の水素製造コスト試算に用いたデータ及び仮説 

データポイント 数値説明（データ） 備考 
 
太陽光発電 

ドイツ CF:11.48% (1); CapEx: $1,095/kW 2018年のドイツの太陽光発電量は45.7 TWhで、同年11月末の
設置容量は45.5 GW (1)であった. 

（フラウンホーファ
ー） 

(2); $750/kWeの電解槽 (3) 高額な電解槽の場合を仮定；（3）のexhibit 14を参照 

   
   
NREL ATB 
（mid case） 

CF: 20% (2); CapEx: $1,095/kW 
(2); $750/kWeの電解槽 (3) 

（2）は、カンザスシティー（ミズーリ州）においてCFが
「mid case」になると仮定. 

NREL ATB 
（best case） 

CF: 27% (2); CapEx: $1,095/kW 
(2); $750/kWeの電解槽 (3) 

（2）は、ダジェット（カリフォルニア州）においてCFが
「best case」になると仮定. 

NREL ATB 
（excellent case） 

CF: 27% (2); CapEx: $565kW (2); 
$400/kWeの電解槽 (3) 

（3）で試算されている通り、大規模な展開と学習により電解
槽コストが$400/ kWになると仮定. CapEx は2030年のカンザス
シティー（ミズーリ州）の「low」CapExを反映. 

風力発電 

NREL ATB; 
洋上風力 

（mid case） 

CF: 45% (2); CapEx: $3,759/kW 
(2); $750/kWeの電解槽 (3) 

CFとCapExは（2）のTechno Resources Group (“TRG”) 1を反
映. 

NREL ATB 
（mid case） 

CF: 40% (2); CapEx: $1,555/kW 
(2); $750/kWeの電解槽 (3) 

CFとCapExは（2）のTRG 5 （mid case）を反映. 

Dogger Bank； 
洋上風力 (UK) 

CF: 63% (4); £40/MWh (5); $610/ 
kWeの電解槽 (3) 

2012年の実際の価格 £40/MWhを仮定し、1 :1.3の為替レートを
用いて米ドルに換算した後、（6）を用いて2019年の米ドル価
格に換算. 電解槽のコストは2030年までに750＄/kWから400
＄/kWに直線的に下がると仮定. 
Dogger Bank 2024年に引き渡されると仮定. 

NREL ATB; 
洋上風力 

（best case） 

CF: 51% (2); $2,117/kWe (2); 
$400/kWeの電解槽 (3) 

CFとCapExは（2）のTRG 1 （low case）を反映. 

NREL ATB 
（best case） 

CF: 46% (2); $1,252/kWe (2); 
$400/kWeの電解槽 (3) 

CFとCapExは（2）のTRG 5（mid case）を反映. 
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データポイント 数値説明（データ） 備考 
 
クリーン熱源発電 

FOAK (ETI NCD) CF: 92.2% (2); CapEx: $10,387/ 
kW (7); $397/kWeの電解槽 (8) 

CapExは（7）の欧州及び米国における原子力プラントのFOAK 
コストを反映. 電解槽コストに関しては（8）の表5を参照. 

SOAK (ETI NCD) 
 

CF: 92.2% (2); CapEx: $7,271/kW 
(7); $318/kWeの電解槽 (8) 

FOAKプラントから30%のコスト削減を仮定. 
電解槽コストから20％のコスト削減を仮定. 

US (EEDB) CF: 92.2% (2); CapEx: $2,867/kW 
(9): $318/kWeの電解槽 (8) 

(9) の表5-4の1986年のCapEx（1,225＄/kW）は（6）のPPIを
用いて2019年の米ドルに換算. 

HTGR (JAEA) CF: 92.2% (2); CapEx: $1,989/kW 
(10); $318/kWeの電解槽 (8) 

JAEAのGTHTR300のCapExいついては（10）のスライド7を参
照. 

償却済みPWR* CF: 92.2%; $14.81/MWh (2), $318/ 
kWeの電解槽 (8) 

(2) 固定のO&Mコストは$/MWhに換算.これが燃料費に追加され
る. 
*このシナリオはCapExが既に回収され、プラントのOpEXのみ
がかかると仮定. 

中国の新設PWR 
(Deutsche Bank) 

CF: 92.2% (2); CapEx: $1,839/kW 
(11); $318/kWeの電解槽 (8) 

CapExは（11）の43頁 のデータを元にし、2015年1月の第1週
に発表された論文なので、その価格は2014年のドル価格だと仮
定. 

造船所製造LWR 
(LucidCatalyst) 

CF: 92.2% (2); CapEx: $1,446/kW 
(12); $280/kWeの電解槽 (8) 

（8）の表5の電解槽コストを仮定し、間接費と用地費は引いて
いる. 

Notes: CF = 設備利用率; CapEx = 資本的支出; FOAK = 初号機; SOAK = 2号機 
 
出典 

(1) Burger, Dr. Bruno (2019). Net Public Electricity Generation in Germany in 2018. Fraunhofer Institute 
for Solar Energy systems ISE. 

(2) NREL(2019). Annual Technology Baseline: Electricity. 

(3) Hydrogen Council (2020). Path to hydrogen competitiveness: A cost perspective. January 20, 2020. 

(4) General Electric (2019). An Industry First: Haliade-X 12 MW offshore wind turbine platform. 

(5) Equinor (2019). Equinor wins opportunity to develop the world’s largest offshore wind farm. 

(6) Economic Research Division Federal Reserve Bank of St. Louis (2020). Producer Price Index 
by Industry: Turbine and Turbine Generator Set Units Manufacturing. 

(7) UK Energy Technologies Institute (2018). The ETI Nuclear Cost Drivers Study: Summary Report. P. 39. 

(8) Boardman et al. (2019). Evaluation of Non-electric Market Options for a Light-water Reactor in 
the Midwest. Light Water Reactor Sustainability program. United States. 

(9) Oakridge National Laboratory (1986). 1986 Oak Ridge National Laboratory Energy Economic 
Database Program (EEDB) – VIII. See Table 5-4. 

(10) Yan, Xing L. (2017). HTGR Brayton Cycle Technology and Operations. MIT Workshop on New 
Cross- cutting Technologies for Nuclear Power Plants, Cambridge, USA, January 30-31, 2017. 

(11) Deutsche Bank (2015). Nuclear Power Generation in China – risk reality check. Markets 
Research. F.I.T.T. for investors. January 7, 2015. 

(12) Based on LucidCatalyst analysis of detailed costing of select advanced reactors (including a 
detailed, binding cost quote from a Tier 1 shipyard). Dominion Engineering (2013). HTSE Plant Cost 
Model for the INL HTSE Optimization Study. R-6928-00-01. Revision 1. March 2013. See Table 2-5. 
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表 9. 2050年の水素製造コスト試算に用いた文献及び仮説 

データポイント 数値説明（データ） 備考 

太陽光発電 

ドイツ 
（フラウンホーフ
ァー） 

CF:11.48% (1); CapEx: $683 /kW 
(2); $250/kWeの電解槽 (3) 

2018のドイツの太陽光発電量は45.7TWhで設置容量は11月末
時点で45.5 GW (1). 
（2）のカンザスシティーにおける平均的なCapExと高額な電
解槽の場合を仮定；（3）のexhibit 14を参照 

NREL ATB 
 （mid case） 

CF: 20% (2); CapEx: $683 /kW (2); 
$250/kWeの電解槽 (3) 

（2）は、カンザスシティー（ミズーリ州）においてCFが「平
均的」になると仮定. 

NREL ATB 
（best case) 

CF: 27% (2); CapEx: $356 /kW (2); 
$250/kWeの電解槽 (3) 

（2）は、ダジェット（カリフォルニア州）においてCFが
「best case」なり、2030年のCapExはカンザスシティー（ミ
ズーリ州）に「低い」ケースになると仮定. 

風力発電 

NREL ATB; 
Offshore (mid 
case) 

CF: 52% (2); CapEx: $1,684/kW 
(2); $250/kWeの電解槽 (3) 

CFとCapExは（2）のTechno Resources Group (“TRG”) 3 
を反映. 

NREL ATB 
(mid case) 

CF: 48% (2); CapEx: $1,011/kW 
(2); $250/kWeの電解槽 (3) 

CFとCapExは（2）のTRG 5 （mid case）を反映. 

NREL ATB 
(excellent case) 

CF: 53% (2); $986 /kWe (2); $250/ 
kWeの電解槽 (3) 

CFとCapExは（2）のTRG 2を反映. 

NREL ATB: 
Wind and PV 
(excellent cases) 

CF: 75% (2); $1,367/kWe (2); 
$250/kWeの電解槽 (3) 

CFとCapExは、太陽光発電については上記のNREL ATB（best 
case）と洋上風力発電については上記の NREL ATB（mid 
case）を反映. 

クリーン熱源発電 

Shipyard-Built 
Plant 

CF: 92.2% (2); CapEx: $700/kW; 
$140/kWeの電解槽 (4) 

電解槽コストは（8）の表5のものより50％低い（間接費と用地
費差引後）. 

Adv. Reactor: 
Flexible H2 and 
Power 

CF: 70% (2); CapEx: $700/kW; 
$140/kWeの電解槽 (4) 

電解槽コストは（8）の表5のものより50％低い（間接費と用地
費差引後）. 
稼働時間中70％はH2を製造しすると仮定（残りの稼働時間中は
発電）. 

H2 Gigafactory CF: 95% (2); CapEx: $835/kWe; 
$309/kWeの電解槽 (5) 

309＄/kWの電解槽コストはGeneral Atomicsが発表した研究を
元にし、化学プラントのスケーリング（及びプラントの規模の
経済）を用いて減少させた. 

Notes: CF = 設備利用率; CapEx = 資本的支出; FOAK = 初号機; SOAK = 2号機 

出典 

(1) Burger, Dr. Bruno (2019). Net Public Electricity Generation in Germany in 2018. Fraunhofer Institute 
for Solar Energy systems ISE. 

(2) NREL (2019). Annual Technology Baseline: Electricity. 

(3) Hydrogen Council (2020). Path to hydrogen competitiveness: A cost perspective. January 20, 2020. 

(4) Boardman et al. (2019). Evaluation of Non-electric Market Options for a Light-water Reactor in 
the Midwest. Light Water Reactor Sustainability program. United States. 

(5) EPRI (2003). High Temperature Gas-Cooled Reactors for the Production of Hydrogen: An 
Assessment in Support of the Hydrogen Economy, EPRI, Palo Alto, CA: 2003. 1007802. 

 



 

生存可能な気候保全のための「ミッシングリンク」：合成燃料への水素添加がパリ目標達成に役立つ理由  79 

 

LucidCatalyst delivers strategic thought  
leadership to enable rapid decarbonization  
and prosperity for all.lucidcatalyst.com

LucidCatalyst delivers strategic thought  
leadership to enable rapid decarbonization  
and prosperity for all.lucidcatalyst.com

LucidCatalyst は迅速な脱炭素化と人類の繁栄をも
たらすための戦略的ソートリーダーシップコンテン

ツを提供しています 
 

lucidcatalyst.com 
 

TerraPraxisは気候変動対策と繁栄に焦点を当てた 
非営利団体です 
 

terrapraxis.org 
 


